
（平成２３年６月15日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 134 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 130 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 41 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 31 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 5737 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年６月まで 

             ② 昭和 41年７月から 43年６月まで 

             ③ 昭和 58年３月から 61年６月まで 

             ④ 昭和 62年７月から同年９月まで 

私は、少なくとも昭和 30年代にはＡ市で国民年金に加入しており、当時、

国民年金手帳を受け取った記憶はないが、加入期間中は未納期間が無いよう、

国民年金保険料を納付していたはずである。その都度の保険料額ははっきり

覚えていないが、同市の窓口で納付用紙を用い、国民健康保険料と一緒に納

付していたと思う。 

途中、昭和 40 年頃に体調を崩してＢ市の姉の家に移って療養していた１

年ないし１年半ほどの期間については、全額免除を受けているが、その後、

Ａ市に戻って以降、厚生年金保険に加入するまでの間は、以前と同様に国民

年金保険料を納付していた。 

また、自営していた会社を廃業し、厚生年金保険の被保険者ではなくなっ

た後も確かに国民年金保険料を納付していたし、時期は分からないが、社会

保険事務所（当時）で納めた覚えもある。いずれにせよ、私に未納期間は無

いはずなので、調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人の国民年金保険料の納付記録は、昭和 61

年７月以降、３か月と短期間である申立期間④を除き、未納期間は無いことに

加え、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者台帳及びオンライン記録によると、

申立期間④の前後の期間はいずれも過年度納付済期間であることから、申立期

間④についても、申立人が過年度納付のための納付書を入手した可能性は高く、

その前後の期間と同様に過年度納付がなされた可能性は否定できない。 



一方、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 40年３月 30日にＢ市で払い出されていることが確認できること

から、申立人の国民年金の加入手続はこの頃になされたものと推認でき、昭和

30 年代にＡ市で加入手続を行ったとする申立内容とは一致しない。また、こ

の場合、上記加入手続時点において、申立期間①のうち、37年 12月以前の期

間に係る保険料は、制度上、時効により納付できない。 

また、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者台帳からは、「45年度職権転入」

という記載が確認できる上、申立人に係る特殊台帳の住所変更欄によると、申

立人がＢ市からＡ市に転居した際の住所変更が転居直後にはなされず、申立期

間②の終期から２年以上経過した昭和 45 年６月に職権で行われている状況が

確認できる。この場合、申立人がＢ市からＡ市に転居して以降、職権による住

所変更が行われるまでの間に、申立人がＡ市で国民年金保険料を現年度納付す

ることはできず、また、上記職権による住所変更時点において、申立期間②の

うち大部分の期間に係る保険料は、制度上、時効により納付できない。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②について、過去の未納保険料をまと

めて遡及納付した記憶はないとしている上、国民年金の加入期間を通じ、主と

してＡ市の窓口で、国民年金手帳を使わずに現年度納付していたとしているが、

申立期間①及び②当時におけるＡ市の現年度保険料の徴収方式は、国民年金保

険料の納付の都度、国民年金手帳に印紙を貼付する印紙検認方式であり、申立

内容とは相違する。 

加えて、オンライン記録によると、申立人については、当初、昭和 58年３

月 11 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した後の国民年金被保険資格の再

取得日が、63年７月 28日とされていたが、その後、同年９月７日に社会保険

事務所において、当該再取得日を、厚生年金保険被保険者資格の喪失日かつ申

立期間③の始期に当たる 58年３月 11日とし、遡って資格を取得する訂正処理

が行われていることが確認できる。この場合、上記訂正処理が行われるまでの

間、申立期間③は未加入期間と認識されており、申立人が現年度納付を行うこ

とはできなかったほか、上記訂正処理時点において、申立期間③に係る国民年

金保険料は、制度上、時効により納付できない。 

ほかに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地を管轄していた社会保険事務所における国民年金手帳記

号番号払出簿の内容を全て確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情も見当たらず、申立人が申立期間に係る保

険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確定申告書の控え等)は無く、ほ

かに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 62 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



大阪国民年金 事案 5738 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年５月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年５月から 53年３月まで 

私は、時期は定かではないが、Ａ市の広報紙を見て特例納付制度があるこ

とを知り、市役所窓口へ相談に行った。その時、国民年金に加入し、納付に

必要な金額などを聞いたと思う。 

市役所の窓口では「保険料を未納のままにしていると年金がもらえません

よ。」と言われたので、金額はよく覚えていないが、後日、当時の夫から、

かなり高額のお金を出してもらい、未納期間を全て納付したのに、申立期間

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55年２月に払い出されていること

から、この頃に加入手続が行われたものと推定され、当時は第３回目の特例納

付実施期間中であるとともに、申立人の特殊台帳によると、申立人が強制加入

被保険者の資格を取得した41年５月から申立期間直前の51年４月までの国民

年金保険料について、加入手続が行われた 55 年２月にまとめて特例納付して

いることが確認できることから、申立人が国民年金に加入し、特例納付したと

する申立内容と符合している。 

また、申立人が特例納付するために高額のお金を出してもらったとする申

立人の元夫に当時の事情及び当該金額について聴取したところ、「当時、妻は、

『誰よりも年金を多くもらいたい。』と言っており、妻に保険料を渡すために

銀行預金を解約した。その時の金額が 60 万円ぐらいであり、妻に全額を渡し

たと思う。」と陳述しており、その金額は、上記の特例納付済期間及び申立期

間を合算して特例納付した場合の納付金額（57 万 2,000 円）とおおむね一致



している。 

さらに、申立人は、申立期間以外は国民年金保険料を完納するとともに、

60歳を過ぎて国民年金に任意加入し 65歳まで保険料を納付しており、申立人

が特例納付を行った昭和 55 年２月当時において、申立期間直前の特例納付済

期間及び任意加入期間における未加入期間(カラ期間)を合算し、以降 60 歳ま

で保険料を納付した場合、申立人の受給資格期間である 25 年を大きく超えて

いることなどを踏まえると、当該特例納付は、年金受給権の確保のためではな

く、将来の年金額の増額を目的として行われたものと考えられることから、申

立人が申立期間の保険料を含めて特例納付していたものとみても不自然では

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 5739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47年４月から 50年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 50年３月まで 

    時期ははっきりとは覚えていないが、父親が私と義姉の国民年金の加入手

続を行ってくれ、その後、私が昭和 63 年に結婚するまでの国民年金保険料

についても、父親が納付してくれていたはずである。 

    年金記録を見ると、私と一緒に国民年金の加入手続を行った義姉について

は、遡って国民年金保険料を納付しており、私の保険料のみ遡って納付して

いないことは考えられない。 

    また、私が結婚する時に、父親からそれまでの国民年金保険料の領収書、

及び納付したことを示すメモをもらっているので、その写しを証拠として提

出する。 

    以上のことから、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市において、昭和 49 年７月６日に申立人の義姉と連番で払い出されている

ところ、義姉については、申立期間のうち、47年４月から 50年３月までの国

民年金保険料は納付済みとなっている。 

また、申立人の義姉の上記期間の国民年金保険料の納付状況について、特殊

台帳を見ると、昭和 47年４月から同年 12月までの保険料は、第２回特例納付

制度を利用して、50年 12月 23日に特例納付し、48年１月から 50年３月まで

の保険料は、過年度納付していることが確認できる。 

この点について、申立人の義姉は、特例納付時点では、33 歳であり、その

後 60 歳到達まで国民年金保険料を未納無く納付することにより、年金受給権

が確保できる状況にあったことから、年金受給額を増やすために特例納付した



ものと考えられる。 

さらに、申立期間直後の昭和 50 年４月以降の国民年金保険料については、

申立人及びその義姉はいずれも現年度納付しており、また、保険料納付日が確

認できる期間の二人の納付日はおおむね一致している。 

加えて、申立人は、結婚する際にその父親から、申立人自身のそれまでの国

民年金保険料の納付に係る領収書並びに納付記録の記載された半紙及び封筒

を手渡されたとして、これらの写しを提出しているところ、ⅰ）封筒に記載さ

れているメモの写しを見ると、昭和 59 年４月以降の保険料額及びその納付日

が手書きされており、その内容は、全て申立人のオンライン記録と一致し、ま

た、ⅱ）半紙に記載されているメモの写しを見ると、「47年４月カラ 12マデ 

8,100円」、「48年１月カラ 50年３月マデ」及び「50年４月カラ 50年 12マ

デ 9,900 円」と手書きされており、このうち「50 年４月カラ 50 年 12 マデ 

9,900円」との記載については、申立人が所持する領収証書とも一致する。 

これらのことを踏まえると、申立人及びその義姉の国民年金の加入手続を行

い、二人の国民年金保険料の納付も担っていた申立人の父親が、申立人の義姉

についてのみ、特例納付制度を利用して過去の未納保険料を過年度及び特例納

付したと考えるのは不自然であり、申立人についても、その義姉と同様の期間

の保険料については納付した可能性を否定できない。 

しかし、上記のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年７月

６日に払い出されており、この手帳記号番号の払出時点において、申立期間の

うち、45 年４月から 46 年 12 月までの国民年金保険料についても、特例納付

制度を利用して納付することは可能であるものの、申立人の義姉の納付記録を

見ると、上記のとおり、申立期間のうち、47 年４月から同年 12月までの保険

料は第２回特例納付制度を利用して納付していることが確認できるが、それよ

り前の期間の保険料については、特例納付することが可能であるにもかかわら

ず、未納のままである。 

この点について、申立人及びその義姉の国民年金保険料の納付を担っていた

申立人の父親は既に他界しており、また、申立人及びその義姉は、保険料納付

に関与していないことから、申立期間のうち、昭和 45年４月から 47年３月ま

での保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが新たな周辺事情等を見

いだすことはできなかった。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和47年４月から50年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 5740 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和48年４月から同年６月までの期間及び49年４月から同年６月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 49年４月から同年６月まで 

    18 歳から働いていた勤務先の店主に、「20 歳になれば、国民年金に加入

しなさい。」と言われていたこともあり、時期等は覚えていないが、自身で

国民年金の加入手続を行った。 

    昭和 44 年８月に結婚した後は、自宅近くのＡ市役所（現在は、Ｂ市）及

び、自営の店に近いＣ市役所に頻繁に出向いていたが、国民年金保険料の納

付については、主にＡ市役所の窓口で夫婦二人分を納付したり、また、納付

書を作成してもらったりして、後日、金融機関で納付したこともあった。 

    特に、申立期間当時は、国民年金保険料については、未納の無いように心

掛けていたので、納付期日を逸したり納付書を無くしたりした時などは、市

役所に問い合せて納付書を入手し納付していた。 

    店の売上が低迷し、平成６年に妻が就職した後は、国民年金保険料の納付

もおろそかにしてしまったが、申立期間当時は、家業も順調で夫婦二人分の

保険料を納付するための資金も十分にあった。 

    申立期間に係る国民年金保険料を納付したことは間違いないので、未納と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市保存の国民年金被保険者名簿及び国民年金手帳記号番号払出簿を見る

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、同市において、昭和 39 年１月３日を

国民年金被保険者資格の取得日として 43年 12月２日に払い出されており、こ

の手帳記号番号の払出時期からみて、申立期間の国民年金保険料を納付するこ



とは可能である。 

また、申立期間は合わせて６か月と短期間である上、それぞれの前後の期間

の国民年金保険料は現年度納付している。 

さらに、申立期間①及び②に係る申立人の妻の国民年金保険料についても、

当初は未納とされていたところ、妻からの申立てを受け、当委員会においてあ

っせんが行われた結果、平成 22 年９月に納付済期間へと記録が訂正されてい

る。 

加えて、オンライン記録及びＢ市保存の国民年金被保険者名簿で確認できる

申立人とその妻の国民年金保険料の納付日は一致しており、夫婦の保険料の納

付を担っていた申立人が、申立期間についてのみ、その妻の保険料を納付しな

がら、申立人自身の分について未納のまま放置していたとするのは不自然であ

る。 

このほか、申立期間より前の期間である昭和 46年４月から 47年３月までの

国民年金保険料についても、当初は未納とされていたが、Ｂ市保存の国民年金

被保険者名簿では納付済みとなっていることが判明したことから、平成 23 年

１月になって、職権により納付済期間に記録が訂正されており、申立期間当時

における保険料の記録管理等が適正に行われなかった可能性も否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 11200 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成19年５月１日から20年４月１日までの期間について、

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は 19 年５月１日、

資格喪失日は 20 年４月１日であると認められることから、申立人に係る厚生

年金保険被保険資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、当該期間のうち、平成 19 年５月１日から同年９月１日までの期間に

ついては、厚生年金保険被保険者資格の取得月に係る標準報酬月額 38 万円に

相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められること

から、当該期間に係る標準報酬月額を 38万円に訂正することが必要である。 

また、当該期間のうち、平成 19年９月１日から 20年４月１日までの期間に

ついては、標準報酬月額の決定の基礎となる 19 年６月において、標準報酬月

額 38 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認め

られることから、当該期間に係る標準報酬月額を 38 万円に訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

              

 

  ２ 申立内容の要旨 

      申 立 期 間 ： 平成 14年１月から 20年４月１日まで 

      厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社が、厚生年

金保険に未加入であったことは分かっていたし、給与から社会保険料等とし

て控除されていたのは雇用保険料のみで、医療保険も自費で国民健康保険に

加入していた。しかし、同社発行の源泉徴収票を見ると、平成 13 年分から

社会保険料等の金額欄に約 50 万円の記載が有り、知らないうちに厚生年金

保険料を控除されていたかもしれないので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



申立人は、平成 14年１月から 20年４月１日までの期間に係る年金記録の確

認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、厚生年金保

険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴

収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）を、

その他の期間については、厚生年金保険法を適用すると解するのが相当である

から、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認

められるかを判断する。 

申立期間のうち、平成 14年１月から 19年５月１日までの期間については、

本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるから、

厚生年金特例法を、同年５月１日から 20 年４月１日までの期間については、

本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるか

ら、厚生年金保険法を適用する。 

Ａ社から提出された申立人に係る労働者名簿及び雇用保険の加入記録から、

申立人が申立期間に同社に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社は、オンライン記録では厚生年金保険の適用事業所となっていな

いものの、商業登記の記録によると、申立期間において、法人格を有していた

ことが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満た

していたものと認められる。 

さらに、申立人提出の給与明細書及び源泉徴収票から判断すると、申立期間

のうち、平成 19 年５月１日から同年９月１日までの期間については、同年６

月に、申立人が厚生年金保険被保険者資格を取得した同年５月に係る標準報酬

月額 38 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人に支払われていたと認

められる上、同年９月１日から 20 年４月１日までの期間については、標準報

酬月額の決定の基礎となる19年６月は標準報酬月額38万円に相当する報酬月

額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

加えて、被保険者資格の取得時の標準報酬月額の決定について、年金事務所

に照会したところ、「後日、事業主が届け出た被保険者資格の取得時の報酬月

額と実際に支払われた報酬月額がかけ離れていることが判明した場合は、賃金

台帳等において確認できる報酬月額から標準報酬月額を決定する。」との回答

を得た。 

したがって、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は平

成 19年５月１日、資格喪失日は 20年４月１日であると認められ、当該期間の

標準報酬月額を 38万円に訂正することが必要である。 

申立期間のうち、平成 14年１月から 19年５月１日までの期間については、

前述のとおり、オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所と

なった記録は無い上、申立人から提出された給与明細書を見ても、厚生年金保

険料が控除されていないことが確認できる。 



また、Ａ社は、「申立期間当時、当社は厚生年金保険の適用事業所ではなか

ったので、申立人の給与から厚生年金保険料を控除したことはない。」として

いる。 

一方、申立人から提出された源泉徴収票（平成 13年分から 19年分まで）を

見ると、「社会保険料等の金額」欄に、約 45万円から 60万円までの金額が記

載されていることが確認できるが、Ａ社は、「当社は、厚生年金保険に加入し

ていないので、国民健康保険料等の金額の申告があれば、雇用保険料と合算し

て記載していた。」と陳述しており、同社から提出された申立人に係る「給与

所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配偶者特別控除申告書」（平成 14

年分から 19 年分まで）を見ると、社会保険料控除の欄に、国民健康保険料と

して約 41万円から 55万円までの金額が記載されていることが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11201 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年４月４日 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の賞与の記

録が無いことが分かった。申立期間について、賞与の支払と保険料控除が確

認できる賞与支払明細書を提出するので、賞与の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の賞与支払明細書から、申立人は、申立期間において、24 万円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間当時に事

務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る平成 20 年４月４日の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 11202 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し､厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 30 日は 13

万円、同年 12月 10日は 17万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

            

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 15年６月 30日 

② 平成 15年 12月 10日 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の賞与の記

録が無いことが分かった。申立期間について、賞与の支払と保険料控除が確

認できる賞与明細書を提出するので、賞与の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の賞与明細書及びＡ社保管の給与台帳から、申立人は、平成 15

年６月 30日は 13万円、同年 12月 10日は 17万円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間当時に

事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る平成 15年６月 30日及び同年 12月 10日の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 11203 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 49年８月 31日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 16万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月 31日から同年９月２日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、同

社Ｄ営業所から同社Ｃ営業所へ異動した時期であり、継続して同社に勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び企業年金連合会提出の申立人に係る厚生年金基金

の加入記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和

49 年８月 31 日にＡ社Ｄ営業所から同社Ｃ営業所に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ営業所におけ

る昭和 49年９月の社会保険事務所（当時）の記録及び企業年金連合会の記録

から、16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は資料が無く不明であるとしており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11204 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 48年９月 10日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年９月 10日から同年 10月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、同

社Ｄ営業所から同社Ｃ営業所へ異動した時期であり、継続して同社に勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び企業年金連合会提出の申立人に係る厚生年金基金

の加入記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和

48 年９月 10 日にＡ社Ｄ営業所から同社Ｃ営業所に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ営業所におけ

る昭和 48年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、13万 4,000円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は資料が無く不明であるとしており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11205 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年４月１日から 37年４月１日まで 

    脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社における厚生年金保険の加入期間

が脱退手当金支給済みとなっている。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者期間がそ

の計算の基礎とされておらず、未請求となっている。 

また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（単票）の性

別は男性と記録されており、申立人の年金記録の記録管理が適切に行われてい

たとは認め難い上、支給決定された当時の制度では男性であれば受給権が発生

しないことから、適正な事務処理が行われたとは言い難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年１月 25 日から 31年４月 11日まで 

    日本年金機構から脱退手当金の確認はがきが送付されてきたところ、私が

勤務した期間のうち、Ａ社での厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済

みとの記載があった。脱退手当金が支給済みとなっていることは、60 歳に

なった時の年金裁定請求時に知ったが、その当時はどうしたらよいのか分か

らなかった。 

    脱退手当金の請求も受給もしていないので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金は、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 31

年４月 11日）から約 36か月後の昭和 34年３月 27日に支給決定がなされてお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間前のＢ社及び申立期

間後のＣ社における被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず

未請求となっており、不自然さがうかがわれる中で、申立人が脱退手当金の請

求に当たって支給決定日直前のＣ社における被保険者期間を失念するとも考

えにくい。     

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 11207 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年７月１日から 26年７月 30日まで 

日本年金機構から送付された脱退手当金の確認はがきを見ると、私が勤務

していたＡ社における厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとさ

れていた。 

しかし、脱退手当金を請求した覚えも、受給した覚えもないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるが、申立期間後のＢ社における被保険者期

間については、その計算の基礎とされておらず未請求となっており、申立人が

支給日直近の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、上記未請求となっている被保険者期間と申立期間は同一の厚生年金保

険被保険者台帳記号番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない

期間が存在することは事務処理上も不自然である。 

さらに、当時、事業主が申立人の委任を受けて代理請求を行っていたことを

うかがわせる事情等も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29年１月８日から同年５月 24日まで 

         ② 昭和 29年 12月１日から 30年４月 25日まで 

         ③ 昭和 30年４月 26日から同年 10月２日まで 

         ④ 昭和 31年７月１日から 33年１月 30日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及び②、Ｂ社に勤務していた申立期間③並

びにＣ社に勤務していた申立期間④については、脱退手当金が支給されたこ

とになっている。しかし、脱退手当金は請求も受給もしていないので、調査

の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、Ｃ社での厚生年金保険被

保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和33年４月21日に支給決定されてい

る。 

しかし、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人には、申立期間の

前に脱退手当金の計算の基礎とされておらず未請求となっている２回の被保

険者期間があり、そのうちＤ社における被保険者期間について、申立人は、「私

が脱退手当金を請求したのであれば、最初に就職したＤ社に勤務していた期間

を忘れるはずがない。」と陳述している上、同社における被保険者期間が１年

４か月と比較的長期であることを踏まえると、申立人が当該被保険者期間を失

念して請求するとは考え難い。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

時期に受給要件を満たし資格を喪失した女性従業員 22人（申立人を含む。）に

ついて脱退手当金の支給記録を調査したところ、支給記録が確認できるのは２



人だけである上、申立期間における最終事業所である同社での被保険者期間が、

脱退手当金の受給要件である24か月に満たない18か月であることを踏まえる

と、事業主による代理請求がなされたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11209 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年９月 30日から同年 10月 31日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年 10 月

31日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 10万 4,000円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年９月 30日から 49年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について年金事務所に照会したところ、Ａ社及び

Ｂ社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を得た。申立期間当時、

Ａ社はＢ社に社名変更されたが、私はＣ建物に派遣され、同僚と二人でＤ業

務に継続して従事し、申立期間前後の期間と勤務内容及び勤務形態は同じで

あったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、自身と共にＣ建物に派遣され、一緒にＤ業務に従

事していたとする同僚の氏名を思い出せず、現在の所在も分からないとしてい

ることから、Ａ社及びＢ社双方に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立期間前後に被保険者記録が有る 30 人を抽出し、所在の判明した６

人に照会し、３人から回答を得られたところ、そのうちの１人が、「申立期間

当時、私はＣ建物に派遣され、申立人と二人で、Ｄ業務（同質業務）に従事し

ていた。当時、社名変更はあったが、二人共継続して勤務していた。」と陳述

していることから、申立人の申立期間における継続勤務は推認できる。 

また、当該同僚には、昭和 48年 10月 31日までＡ社において厚生年金保険

の被保険者記録があり、「申立期間当時、申立人も私も、その前後の期間と業

務内容及び勤務形態は同じであり、同質業務であった私には記録が有るのに、



申立人には記録が無いのはおかしい。」旨の陳述をしているところ、同社の事

業主は、「Ｃ建物で一緒に勤務していた二人については、同じ期間について厚

生年金保険に加入させていたはずである。」旨の陳述をしている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間のうち、昭和 48年９月 30日から同年 10月 31日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、10 万 4,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

申立期間当時の事業主は「不明である。」としており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 48年 10月 31 日以後の期間について、上述の

同質業務であったとする同僚は、申立人が資格を喪失した翌月末日（昭和 48

年 10 月 31 日）にＡ社において資格を喪失しており、さらに１か月後（昭和

48 年 12 月１日）には同社は厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

同年 12 月１日付けで最後の被保険者である事業主も資格を喪失していること

が確認でき、事業主及び当該同僚の二人共、同社における資格喪失後は、申立

人が資格を取得している 49 年７月１日（Ｂ社が適用事業所となった日）まで

の期間の被保険者記録は無い。 

また、Ａ社の事業主は、申立人及び同僚の双方に厚生年金保険の加入記録が

無い期間においては、保険料は控除していなかったはずであるとしており、同

質業務であったとする同僚は、昭和 48年 10 月 31日以後の期間における自身

及び申立人の厚生年金保険料控除に係る詳細な記憶はないとしている上、上述

の同僚照会で回答を得た他の二人からも、申立人の当該期間における保険料控

除をうかがわせる陳述は得られない。 

さらに、同質業務であったとする同僚は、「申立期間当時は、Ａ社は経営が

厳しかったようで、事業主のほか、従業員はＣ建物に派遣されていた申立人と

私の二人だけであったと思う。」と陳述しているところ、Ａ社に係る前述の被

保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなる約３か月前

の昭和 48年８月 31日に７人が資格を喪失した結果、同日以後も被保険者記録



があるのは、事業主、申立人及び当該同僚の３人だけとなっている上、同社は

適用事業所でなくなった当時、従業員数は５人未満であったと考えられ、同年

12 月１日以後は、厚生年金保険の適用事業所要件を満たしていなかったもの

と推認される。 

加えて、申立期間のうち、Ａ社が適用事業所でなくなった昭和 48年 12月１

日からＢ社の新規適用日である 49 年７月１日までの期間については、資料が

無いことから事業主が特定できず、事情照会も行えないこと、また、同事業所

の事業主は所在不明であることから、申立人の当該期間における厚生年金保険

料控除については確認できない。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 11210 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年３月 26日から 35年 10月 21日まで 

    社会保険事務所（当時）に年金受給の裁定請求を行ったところ、Ａ社に勤

務した期間の脱退手当金が支給済みとなっている旨の回答を受けた。 

    昨年、日本年金機構から脱退手当金の受給を確認するはがきが届いたので、

脱退手当金を受給したか否か考えてみると、脱退手当金の制度があることを

知らなかったし、脱退手当金を受給した記憶がないので納得できない。申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、Ａ社において厚生年金保

険被保険者資格を喪失した日から約４年６か月後の昭和40年４月27日に支給

決定されたこととなっていることから、事業主が申立人の委任を受けて代理請

求したとは考え難い。 

また、申立人は、昭和 35年 11月＊日に婚姻し、氏名を変更しているところ、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏名変更の

処理はされておらず、旧姓のままとなっていることから、申立人が旧姓のまま

脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間がその計算の基礎とするものであるが、申立人の申立期間前に有る被

保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっており、

申立人が当該被保険者期間を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11211 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（平成 12 年 11 月 30 日）及び資格取得日（平成 12

年 12月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすることが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年 11月 30日から同年 12月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務して

いた期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答をもらった。申

立期間も同社に勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の平成12年11月分の給料支払明細書並びにＡ社提出のタイムカ

ード（出勤簿）及び賃金台帳から、申立人は、申立期間も同社に継続して勤

務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記の給料支払明細書及び賃金

台帳において確認できる保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の得喪手続に事務過

誤があったとしている上、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び

取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを

記録することは考え難いことから、事業主は、社会保険事務所の記録どおりの

資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る平成 12年 11月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 11212 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 48 年７月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年７月から同年

10 月までは 13 万 4,000 円、同年 11 月から 49 年５月までは 11 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏 名  ： 男 

基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住 所  ：  

 

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48年７月 21日から 49年６月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、申立期間の厚生

年金保険の加入記録が無いとの回答を受けた。 

前の会社を退職後すぐの昭和 48 年７月にＡ社に入社し、入社当時はＣ業

務をしていたが、入社後すぐの給与から厚生年金保険料が控除されていたこ

とは間違いない。 

当時の同僚は、厚生年金保険に未加入となっている期間について、給与か

ら厚生年金保険料が控除されていたとして記録の訂正が認められているの

で、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

 第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間もＡ社で勤務していたこと

が認められる。 

また、Ｂ健康保険組合は、「申立人は、申立期間にＡ社において健康保険に

加入していた。」と回答している。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、Ａ社では、全ての従業員の給与から健

康保険料及び雇用保険料と併せて厚生年金保険料も控除されていた。」として

いるところ、申立期間と重なる期間の加入記録の無い元従業員一人が所持す

る給与明細書を見ると、当該期間についても健康保険料及び雇用保険料だけ



でなく、厚生年金保険料も控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間もＡ社で勤務し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49

年６月の社会保険事務所（当時）の記録及び元従業員の給与明細書から、48

年７月から同年 10 月までは 13 万 4,000 円、同年 11 月から 49 年５月までは

11万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主からは回答が無いため不明であり、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 11213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 50 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月 31 日から同年８月１日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間の一部が厚生年金保

険の未加入期間となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の人事記録及び同社Ｃ本社が加入するＤ健康保険組合の回答等か

ら判断すると、申立人は、申立期間を含めて同社に継続して勤務し（昭和 50

年８月１日にＡ社Ｂ営業所から同社Ｃ本社に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所における

昭和 50 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、７万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主が資格喪失日を昭和 50 年８月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年７月 31 日と誤って記録す

ることは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 11214 

 

第１ 委員会の結論 

   総務大臣から平成21年12月８日付けで行われた申立人の年金記録に係る苦

情のあっせんについては、申立期間のうち、昭和 48 年６月７日から同年７月

１日までの期間について、当該あっせん後に新たな事実が判明したことから、

当該あっせんによらず、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に

係る記録を同年６月７日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 13 万 4,000円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年５月 30日から同年６月１日まで 

             ② 昭和 48年６月７日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。Ｃ社に入社以来、関連

会社への異動はあったものの、退職まで一貫して期間を空けずに勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者資格に係る記録につい

ては、申立人の雇用保険の加入記録及び給与明細書等から判断し、申立人が申

立期間もＣ社に継続して勤務し（昭和 36 年６月１日にＣ社からＤ社に異動、

48年７月１日にＣ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたこと、及び事業主が申立期間に係る保険料の

納付義務を履行したか否かは明らかでないことが認められるとして、既に当委

員会において決定したあっせん案の報告に基づき、平成 21年 12月８日付けで

総務大臣から年金記録に係る苦情のあっせんが行われている。 

しかしながら、申立期間②について、当該あっせん後に、Ｃ社から提出され

た人事記録、同社及びＢ社の回答並びに申立人提出の昭和 48 年７月分の給与



明細書から、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 48 年

６月７日にＣ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 48 年７月分の給

与明細書において確認できる保険料控除額から、13 万 4,000 円とすることが

妥当である。 

 一方、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 48 年７月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所としての記録は無い。

しかし、同社に係る商業登記簿から、同社の法人設立日は、同年６月＊日であ

ることが確認できる上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

同社が適用事業所となった同年７月１日に被保険者資格を取得していること

が確認できる申立人を含む８人は、雇用保険の加入記録から、その全員が同年

６月７日に同社での雇用保険の被保険者資格を取得していることが確認でき

ることから、申立期間において同社は、当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、Ａ社は、申立期間において社会保険事務所に適用

事業所としての記録が無いことから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

48 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 11215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、平成元年

４月から同年６月までは 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年７月１日から平成５年 12月 31日 

年金事務所の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者期間に係る標準報

酬月額が、実際に支給されていた給与額よりも低く記録されているので、申

立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給料支払明細

書において確認できる保険料控除額から、申立期間のうち、平成元年４月から

同年６月までは 24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、元事

業主は、社会保険労務士に事務委託していたので、社会保険事務所（当時）の

記録どおりの届出を行っていたと思う旨の回答をしていることから、社会保険

事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、

上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金



保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 56年１月から 57年 10月までの期間、58年２

月から同年 11月までの期間、59年 11月から 60年２月までの期間、同年４月、

62 年１月、同年２月、同年４月から同年７月までの期間、63 年２月、同年５

月、同年９月、同年 10 月、平成元年１月、同年９月から同年 11月までの期間、

２年１月から同年５月までの期間、同年７月から３年１月までの期間、同年３

月から同年９月までの期間、同年 12 月から４年４月までの期間、同年６月、

同年 11月、５年２月、同年５月、同年６月、同年８月及び同年９月について、

申立人提出の給料支払明細書において確認できる保険料控除額に基づく標準

報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額と比べて同額又は低額であ

ることから、当該申立期間は、特例法による保険給付の対象には当たらないた

め、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、昭和 53年７月から 55年 12月までの期間、57年 11

月から 58 年１月までの期間、同年 12 月から 59 年 10 月までの期間、60 年３

月、同年５月から 61年 12月までの期間、62年３月、同年８月から 63年１月

までの期間、同年３月、同年４月、同年６月から同年８月までの期間、同年

11 月、同年 12 月、平成元年２月、同年３月、同年７月、同年８月、同年 12

月、２年６月、３年２月、同年 10月、同年 11月、４年５月、同年７月から同

年 10 月までの期間、同年 12 月、５年１月、同年３月、同年４月、同年７月、

同年 10月及び同年 11月について、申立人は、報酬月額及び保険料控除額を確

認できる給料支払明細書を所持していない上、前後の期間の給料支払明細書に

おいて確認できる保険料控除額から推認しても、当該申立期間において、オン

ライン記録の標準報酬月額に基づく保険料額を上回る保険料額が控除されて

いたことはうかがえない。 

さらに、申立人提出の昭和 59年分及び 63年分の給与所得の源泉徴収票並び

に平成３年度及び５年度の市民税・県民税特別徴収税額の通知書の保険料控除

額を検証したところ、当該申立期間のうち、昭和 59年１月から同年 10月まで

の期間、63年１月、同年３月、同年４月、同年６月から同年８月までの期間、

同年 11 月、同年 12 月、平成２年６月、４年５月、同年７月から同年 10 月ま

での期間及び同年 12 月について、オンライン記録の標準報酬月額に基づく保

険料額と同額の保険料が控除されていたことがうかがえる。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない

ことから、当該申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。



大阪厚生年金 事案 11216 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年６月１日から 41年２月 11日まで 

昭和 54 年頃、社会保険事務所（当時）に年金受給のことを相談に行った

際、Ａ社での厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金が支給済みとなっ

ていることを知った。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、申立人は、申立期間に係る脱退手当金の支給決定日（昭

和 41年４月 21日）において、既に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付

済みであることが確認できる上、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン

記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金制度創設時の昭和 36

年４月に払い出されており、同年４月から 60歳に到達するまでの期間のうち、

申立期間を含む５回の厚生年金保険被保険者期間及び同被保険者資格喪失直

後の 47 年６月を除く期間の国民年金保険料を全て納付済みであることが確認

でき、当該脱退手当金が支給されたとする 41年４月 21日は通算年金制度創設

後であることを踏まえると、申立人が申立期間に係る脱退手当金を請求する意

思を有していたとは考え難い。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載された

ページを含む前後４ページに記載されている女性のうち、脱退手当金の受給要

件を満たして資格を喪失した 19 人について、脱退手当金の支給記録を調査し

たところ、申立人以外の受給者は、60 歳到達日以降に支給決定されている１

人だけであることから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え



難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前にある被保険

者期間は、その計算の基礎とされておらず、未請求となっており、申立人が２

回の被保険者期間のうち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



 

大阪厚生年金 事案 11217～11255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与において、その主張する標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を《申立期間》（別添①一覧

表参照）は《標準賞与額》（別添①一覧表参照）に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

    基礎年金番号 ：  別添①一覧表参照 

    生 年 月 日 ：  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 別添①一覧表参照 

    年金事務所において、申立期間の標準賞与額が記録されていないことが分

かった。申立期間当時はＡ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら保険料が控除されていたので、標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給控除一覧表から、申立人が、申立期間にその主張する標

準賞与額（《申立期間》（別添①一覧表参照）は《標準賞与額》（別添①一覧表

参照））に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出し

ておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る《申立期間》（別添①一覧表参照）の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額

11217 女 昭和52年生 平成17年３月15日 ３万円

11218 女 昭和50年生 平成18年３月15日 ５万円

11219 女 昭和37年生 平成18年３月15日 ５万円

11220 男 昭和54年生 平成18年３月15日 ３万円

11221 男 昭和41年生 平成19年３月14日 ５万円

11222 女 昭和51年生 平成19年３月14日 ５万円

11223 男 昭和53年生 平成19年３月14日 10万円

11224 女 昭和52年生 平成19年３月14日 ５万円

11225 女 昭和23年生 平成19年３月14日 ５万円

11226 女 昭和38年生 平成19年３月14日 ５万円

11227 女 昭和36年生 平成19年３月14日 ５万円

11228 女 昭和43年生 平成19年３月14日 ５万円

11229 男 昭和56年生 平成19年３月14日 ５万円

11230 男 昭和55年生 平成19年３月14日 ５万円

11231 女 昭和52年生 平成19年３月14日 ５万円

11232 女 昭和31年生 平成19年３月14日 ５万円

11233 女 昭和56年生 平成19年３月14日 ５万円

11234 女 昭和45年生 平成17年３月15日 ２万円

11235 女 昭和40年生 平成19年３月14日 ５万円

11236 女 昭和53年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11237 男 昭和19年生 平成18年３月15日 10万円

平成19年３月14日 10万円

11238 女 昭和37年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11239 女 昭和42年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11240 女 昭和57年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11241 男 昭和40年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11242 男 昭和53年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11243 男 昭和58年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11244 女 昭和54年生 平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

基礎年金番号

別添①

住所番号 氏名 生年月日



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額基礎年金番号 住所番号 氏名 生年月日

11245 女 昭和36年生 平成18年３月15日 ３万円

平成19年３月14日 ５万円

11246 男 昭和50年生 平成17年３月15日 １万円

平成19年３月14日 ３万円

11247 女 昭和51年生 平成18年３月15日 ３万円

平成19年３月14日 ５万円

11248 女 昭和50年生 平成18年３月15日 ３万円

平成19年３月14日 ５万円

11249 女 昭和48年生 平成17年３月15日 ２万円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11250 男 昭和50年生 平成17年３月15日 ２万円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11251 女 昭和47年生 平成17年３月15日 ２万円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11252 女 昭和46年生 平成17年３月15日 ２万円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11253 男 昭和36年生 平成17年３月15日 １万円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11254 女 昭和44年生 平成17年３月15日 ３万円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11255 女 昭和39年生 平成17年３月15日 ２万円

平成18年３月15日 ３万円

平成19年３月14日 ３万円



 

大阪厚生年金 事案 11256～11329  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与において、その主張する標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、《申立期間》（別添②一覧

表参照）は《標準賞与額》（別添②一覧表参照）に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

    基礎年金番号 ：  別添②一覧表参照 

    生 年 月 日 ：  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 別添②一覧表参照 

    年金事務所において、申立期間の標準賞与額が記録されていないことが分

かった。申立期間当時はＡ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら保険料が控除されていたので、標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給控除一覧表から、申立人が、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 
したがって、申立期間の標準賞与額については、賞与支給控除一覧表で確認

できる保険料控除額から、《申立期間》（別添②一覧表参照）は《標準賞与額》

（別添②一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出し

ておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る《申立期間》（別添②一覧表参照）の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額

11256 男 昭和41年生 平成17年３月15日 29万3,000円

11257 女 昭和49年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

11258 女 昭和42年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

11259 女 昭和10年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

11260 女 昭和29年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

11261 女 昭和46年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成19年３月14日 ５万円

11262 女 昭和11年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

11263 女 昭和58年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

11264 女 昭和51年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

11265 男 昭和30年生 平成17年３月15日 29万3,000円

平成18年３月15日 30万円

平成19年３月14日 30万円

11266 男 昭和30年生 平成17年３月15日 19万5,000円

平成18年３月15日 20万円

平成19年３月14日 20万円

11267 男 昭和40年生 平成17年３月15日 19万5,000円

平成18年３月15日 20万円

平成19年３月14日 20万円

11268 男 昭和22年生 平成17年３月15日 29万3,000円

平成18年３月15日 30万円

平成19年３月14日 30万円

11269 女 昭和42年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11270 女 昭和42年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11271 女 昭和43年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11272 女 昭和44年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11273 女 昭和49年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11274 女 昭和41年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11275 女 昭和50年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

基礎年金番号

別添②

住所番号 氏名 生年月日



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額基礎年金番号 住所番号 氏名 生年月日

11276 女 昭和50年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11277 女 昭和19年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11278 女 昭和52年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11279 女 昭和52年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11280 女 昭和41年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11281 女 昭和54年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11282 女 昭和39年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11283 女 昭和32年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11284 女 昭和48年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11285 女 昭和53年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11286 女 昭和46年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11287 女 昭和25年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11288 女 昭和56年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11289 女 昭和33年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11290 女 昭和43年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額基礎年金番号 住所番号 氏名 生年月日

11291 女 昭和58年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11292 女 昭和18年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11293 女 昭和28年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11294 男 昭和25年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11295 女 昭和23年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11296 女 昭和41年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11297 男 昭和50年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11298 女 昭和36年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11299 男 昭和35年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11300 女 昭和37年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11301 女 昭和37年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11302 男 昭和36年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11303 男 昭和32年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11304 男 昭和46年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11305 男 昭和50年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額基礎年金番号 住所番号 氏名 生年月日

11306 男 昭和45年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11307 女 昭和49年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11308 女 昭和45年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11309 女 昭和27年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11310 女 昭和15年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11311 女 昭和16年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11312 女 昭和26年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11313 男 昭和23年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11314 女 昭和21年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11315 女 昭和24年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11316 女 昭和30年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11317 女 昭和36年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11318 女 昭和27年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11319 女 昭和28年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11320 女 昭和37年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11321 女 昭和29年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円



申立期間
（賞与支給日）

標準賞与額基礎年金番号 住所番号 氏名 生年月日

11322 女 昭和43年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11323 女 昭和46年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11324 女 昭和22年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11325 女 昭和25年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11326 女 昭和41年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11327 女 昭和42年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ５万円

平成19年３月14日 ５万円

11328 女 昭和49年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ２万円

平成19年３月14日 ３万円

11329 女 昭和49年生 平成17年３月15日 ４万9,000円

平成18年３月15日 ３万円

平成19年３月14日 ５万円



大阪国民年金 事案 5741（事案 3605及び 4548の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年４月から 39 年３月までの期間、48 年 10 月から 49 年３

月までの期間、50 年 10 月から 51 年３月までの期間及び同年 10 月から 52 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 14年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から 39年３月まで 

                     ② 昭和 48年 10月から 49年３月まで 

             ③ 昭和 50年 10月から 51年３月まで 

                         ④ 昭和 51年 10月から 52年３月まで 

    私は、Ａ市で夫婦一緒に国民年金に加入し、加入後は国民年金保険料を納

付していなかったが、昭和 38 年頃から自営業を始め、経済的に余裕ができ

たので、私が自宅に来る集金人に夫婦二人分の保険料を納付していたのに、

申立期間①が免除とされており、また、44 年頃にＢ市に転居後も、私が夫

婦の保険料を集金人に一緒に納付していたにもかかわらず、申立期間②から

④までが未納とされていることは納得できないとして、２回も年金記録確認

第三者委員会に申立てを行ったが納付を認められなかった。 

しかし、私は、Ａ市で昭和 36 年４月から免除期間とされている期間も、

義父等は度々小旅行に行き、私も習い事をしていたので、実は、申立期間①

以前から生活が苦しくはなく、47 年頃からは、夫の商売も軌道に乗り、生

活状況も向上していたことから、証拠は何もないが、間違いなく申立期間①

から④までの国民年金保険料を納付しているので、もう一度審議の上、納付

済期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①に係る申立てについて、申立人は、経済的に余裕ができた昭和

38 年頃から、自宅に来る集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を納付したと

申し立てていたところ、申立期間①を含む 36年４月から 39年３月までの期間



の保険料について夫婦共に申請免除期間であることが、申立人の所持する夫婦

の国民年金手帳及び夫婦の特殊台帳等により確認できるとともに、申立期間②

から④までに係る申立てについては、申立人が保険料を一緒に納付していたと

する申立人の夫も同様に保険料の未納期間であり、ほかに申立人が申立期間①

から④までの保険料を納付していたことをうかがわせる関連資料及び周辺事

情も見当たらないなどとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年 12

月４日付け及び22年７月30日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

申立人は、今回の申立てに際し、申立期間①については、実はそれ以前から

生活が苦しくはなかったと当時の生活状況に関する当初の主張を一部変更し、

申立期間②から④までについては、昭和 47 年頃から申立人の夫の商売も軌道

に乗っていたので、間違いなく国民年金保険料を納付していたとの従前の主張

を繰り返すのみであり、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情と

は認められず、ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たら

ないことから、申立人が申立期間の保険料を納付していたものと認めることは

できない。



大阪国民年金 事案 5742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12 年１月から 14 年６月までの期間、15 年 10 月から 16 年９

月までの期間及び 18 年５月から 19 年 12 月までの期間の国民年金保険料につ

いては、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年１月から 14年６月まで 

             ② 平成 15年 10月から 16年９月まで 

             ③ 平成 18年５月から 19年 12月まで 

私が平成 12 年 1 月まで勤務していたＡ社では、雇用保険のみで社会保険

には加入していなかったので、それまでの期間は問題にしないが、同社を退

職後の申立期間①については、失業給付を受給中であり、申立期間②及び③

についても失業中の期間であったので、申立期間①から③までが免除されて

いないかよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人に免除申請時の事情を改めて聴取したところ、

「当時は失業中であり、国民年金保険料を納付する自信がなかったので、市役

所へ免除の相談に行ったが、窓口の担当者は、私が何か質問した時も、免除申

請書に記載している間も、パソコン画面を見ながら『無理、無理、審査には通

らない。』と言うだけであり、その言い方及び態度に気分を悪くしたことを覚

えている。」とし、その後は、免除に関する通知を受け取った記憶はないと陳

述している。この場合、申立人が陳述する市役所窓口等における状況、及び当

時は失業のみを理由として国民年金保険料を免除承認する制度が存在してい

なかったことなどを踏まえると、申立期間①の保険料について免除が承認され

ていたとは考え難い。 

申立期間②及び③について、申立人のオンライン記録によると、申立人がＢ

社に就職した申立期間①直後の平成 14 年７月１日に国民年金被保険者の資格

を喪失し、Ｃ社を退職した翌日の 20 年 12月 16 日に同資格を再取得している



ことが確認できることから、申立期間②及び③は、記録の上では国民年金の未

加入期間であり、制度上、国民年金保険料を免除申請することができない期間

であるものと考えられる。 

また、申立人は、この当時の状況について、「先の免除申請時における窓口

対応のまずさから、いずれの期間も、市役所に出向く前にあらかじめ免除手続

に必要な書類を確認しようと電話したところ、『支払が厳しいようでしたら、

放っておいてください。』としか回答がなく、申請する必要はないと言わんば

かりの対応であった。また、退職する際に会社から『国民年金は強制ではなく、

加入する必要はない。』と言われたことを思い出し、半信半疑ながら市役所担

当者の言葉を信用し、そのまま加入手続も何もしないでおいた。」と陳述して

おり、申立期間②及び③において、国民年金の加入手続を行わなかったことを

認めている。 

さらに、当時の市役所の対応が、申立人の陳述内容のとおりであるとすれば、

申立人の心情については理解できるものの、申立人は、「市役所のこのような

対応では、当時、私に国民年金の加入義務があることを知る由もなく、私が失

業中であるにもかかわらず、免除の相談に聞く耳をもたず、申立期間について

免除の機会が与えられなかった。」として、申立人が申立期間は免除期間では

ないと認識していることがうかがえるほか、国民年金保険料を免除されていた

ことを示す関連資料も無い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 5743 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年３月及び同年４月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年３月及び同年４月 

私は、会社を退職した後の平成２年３月又は同年４月頃、勤務していた職

場を私より少し先に退職していた妻と二人でＡ市役所に行き、二人の国民年

金への加入手続を行った。 

申立期間の国民年金保険料については、加入手続の時にもらったか、後日

送付されたかは覚えていないが、納付書で妻がＢ銀行Ｃ支店又はＤ郵便局で

夫婦二人分を納付した。ところが妻の記録だけが納付済みになっており、納

得できない。 

その後、平成 10 年に再び加入手続に行った時に市役所で納付記録を確認

したところ､未納期間は無いとの回答であったことをはっきり覚えているの

で、調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人に係る平成２年５月７日の国民年金被保険

者資格の喪失及び10年４月11日の被保険者資格の取得記録がいずれも同年５

月 25 日の同日に追加入力されていることが確認できることから、申立人に係

る国民年金の加入手続が行われた時点はこの頃であると推認され、申立内容と

一致しない上、この時点において、申立期間は時効により国民年金保険料を納

付することはできない期間となる。 

また、基礎年金番号導入前に当たる申立期間の国民年金保険料を納付するた

めには、申立期間当時に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出されて

いる必要があるが、申立人の保険料を納付することが可能な手帳記号番号の払

出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人に対

して手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。こ



のことは、申立人が所持する年金手帳に手帳記号番号が記載されていない状況

と符合する。 

さらに、申立人は､平成２年３月又は同年４月頃、その妻と同時に国民年金

の加入手続を行ったとしているが、オンライン記録によると、申立人の妻の第

３号被保険者に係る事務処理日及び国民年金手帳記号番号の前後の番号が払

い出されている第３号被保険者に係る事務処理日が、いずれも同年 11 月 15

日である上、Ａ市の国民年金保険料収滞納一覧表によると、申立人の妻に係る

同年４月の保険料が同年 11 月 28 日に納付された旨記録されていることから、

申立人の妻に係る加入手続が行われた時点は同年 11 月頃であると推認され、

申立内容と一致しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

そのほか、申立人は、口頭意見陳述において、「私の年金手帳の履歴を見る

と、『平成２年３月１日』と『平成２年５月７日』と記載された筆跡が明らか

に異なっている。仮に平成 10 年に加入履歴を後追いで記入した場合、同じ人

間が記入するため筆跡が異なることはあり得ない。少なくとも同年以前に手続

を行っている。妻の年金手帳についても同様である。」と陳述しているが、明

らかに筆跡が異なっているとは確認できない上、上記のとおり、申立人に対し

て国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情が見当たら

ないこと等を踏まえると、申立期間に係る国民年金保険料の納付が行われたこ

とをうかがわせる事情とは認められない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5744 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13年８月から同年 12 月までの期間、14年２月、15年１月、

同年４月から同年12月までの期間及び16年２月の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 13年８月から同年 12月まで 

② 平成 14年２月 

③ 平成 15年 1月 

④  平成 15年４月から同年 12月まで 

⑤  平成 16年２月 

私は、平成 13 年８月にＡ社を退職後、母親から国民年金の加入を勧めら

れたので、同年 10月から同年 12月頃までにＢ市役所で自身の国民年金の加

入手続を行った。加入手続後、国民年金保険料は、ほぼ毎月納付した。一時

期、半額納付制度を利用した時期があったが、後に半額納付は年金受給額が

減ると聞いたので追納を行った。最終未納保険料を納付した後に、社会保険

庁（当時）に電話で確認したところ、「未納保険料は一切ありません。」と回

答を得たので、安心していた。   

ところが、私の納付記録を見ると、５か所が歯抜けのように未納とされて

いることが分かった。平成 14 年度は収入が不安定であったが、記録では納

付済みになっている一方、お金に余裕があった 15 年度の国民年金保険料は

未納となっている。余裕があった時期を未納にしたとは考え難く、調査の上、

納付済みに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 13 年 10 月から同年 12 月頃までに国民年金の加入手続を行

ったとしているが、Ｂ市の国民年金被保険者関係届によると、申立人の母親が

16年２月 24日に申立人の初めての国民年金被保険者資格取得届を行ったこと

が確認できることから、申立人の加入手続はこの時になされたものと推認でき、



                      

  

申立人の主張と一致しない上、加入手続時点において、申立期間①の国民年金

保険料は時効の成立により既に納付することはできない。 

申立期間②について、オンライン記録によると、申立期間②直前の平成 14

年１月の国民年金保険料は 16年２月に、申立期間②直後の 14年３月から同年

７月までの保険料は 16 年４月から同年８月にかけて毎月時効直前に納付され

ていること、及びこの申立人の納付行動からすると、申立期間②の保険料が過

年度納付される時期である同年３月に同年１月の保険料が現年度納付されて

おり、平成 15 年度の現年度納付はその１か月分のみであることが確認できる

ことから、申立期間②のみ、現年度納付及び過年度納付の合わせた２か月分が

納付されたとは考え難い上、申立期間②直後の過年度納付された平成 16 年４

月時点において、申立期間②の保険料は時効の成立により既に納付できない期

間になっている。 

申立期間③について、オンライン記録によると、申立期間③の国民年金保険

料は平成 17 年３月に過年度納付されていることが確認できるが、この納付時

点において、申立期間③の保険料は時効の成立により既に納付できないために、

申立期間③の直後の期間である 15 年２月の保険料として充当されていること

が確認できる。 

申立期間④について、オンライン記録によると、申立人は、平成 17 年４月

に、15 年２月の国民年金保険料を過年度納付しているが、上記申立期間③の

保険料として充当された納付と重複になることから、17 年４月に納付した過

年度保険料は、15 年３月の保険料として充当されていることが確認できる。

この場合、申立人が、上記過年度納付に引き続いて、申立期間④の保険料を過

年度納付していれば、上記充当記録に引き続いた充当記録が作成されることに

なるが、申立人については、17 年５月以降に保険料が充当された記録は見当

たらない。 

また、申立人の加入手続が行われたと推認できる平成 16 年２月時点におい

て、申立期間④の国民年金保険料は、同年４月末日までに現年度納付すること

は可能な期間であるが、14 年１月から同年８月までの保険料が申立期間②を

除き、16 年２月から毎月過年度納付されている上、申立人の保険料納付に関

する記憶は曖昧であることなどから、申立期間④の保険料が現年度納付された

事情をうかがえない。 

申立期間⑤について、オンライン記録によると、申立期間⑤直後の平成 16

年３月から同年６月までに係る保険料は、同年４月 15 日に全額免除申請がな

されていることが確認でき、この申請日において、申立期間⑤は免除承認期間

には該当しない上、申立人は、上記免除期間について、19 年３月に追納にて

納付しているが、この追納時点において申立期間⑤の保険料は時効により既に

納付できない。  

申立期間は５か所に及ぶほか、申立期間のいずれも基礎年金番号制度が導入



                      

  

された平成９年１月以降の期間であり、国民年金保険料の収納事務が電算処理

により行われていたことから、申立期間当時における記録の過誤は考え難い上、

申立人が申立期間に係る保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確定

申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5745 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年 10 月から 61年３月までの国民年金保険料については、

納付又は免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から 61年３月まで  

私は、昭和 49 年８月に再び国民年金に加入して以降、第３号被保険者に

なる 61年３月まで、国民年金に継続して加入していた。 

また、国民年金保険料については、夫のボーナスが支給された８月と 12

月頃に、半年分の保険料をまとめて市の出張所で納付した。申立期間当時の

半年間の保険料は、おおよそ２万円ないし３万円程度だったと覚えている。 

最近になり、年金記録を確認すると、申立期間は未加入期間とされており、

婚姻後何度か全額免除申請したことがあり、申立期間は、申請免除期間又は

保険料納付済期間ではないかと思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の資格の喪失に係る届出を行った記憶はないと主張して

いるが、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、昭和 58年４月 30日に、申立

人の国民年金被保険者資格の種別を強制加入被保険者から任意加入被保険者

に変更されるとともに、57年 10月１日に遡って被保険者資格が喪失された事

跡が確認できる上、申立人が所持する年金手帳にも、申立期間始期に該当する

資格喪失日が明確に記載されていることから、当該資格喪失に係る届出は、申

立人の意思によりなされたものと考えるのが自然である。 

また、申立人の国民年金被保険者資格の喪失手続が行われた昭和 58 年４月

以降、Ａ市は申立人を被保険者として取り扱っていないことから国民年金保険

料の徴収を行うことはなく、制度上、未加入期間となる当該期間の保険料の免

除申請もできない上、57 年 10 月から 58 年３月までの間についても未納であ

ったことから、遡って資格が取り消されたものと考えられる。 

さらに、申立人は、国民年金保険料の納付については、申立人の夫のボーナ



                      

  

ス時期の８月と 12 月頃にまとめ払いにて納付したとしているが、上記の国民

年金保険料の収滞納記録によると、申立人が、昭和 53 年９月にＡ市に転入し

て以降の同年 10月から 55年６月までの保険料は、定期的に３か月ごと納付さ

れており、申立人の主張と一致しない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し

たが、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 10 月から 40年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡）  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 40年３月まで 

    昭和 36 年秋に現在の住所に転居して間もない頃、亡き夫が私の分と一緒

に国民年金の加入手続を行い、その後は、私が夫婦二人分の国民年金保険料

をいつも３か月ごと男性の集金人に納付した。長期間の保険料を一括納付し

たり、遡って納付したりすることはなかった。また、加入初期の頃はまだ納

付書は無く、保険料を納付したとき、黄土色の年金手帳に領収印を押しても

らっていたことを覚えている。 

    近年になって、私も夫も昔の厚生年金保険の加入記録が抜け落ちていたの

を記録が回復され、その分の年金を一括受給したことがあったことから、国

民年金についても記録漏れがあるのではないかと思われる。夫の申立期間の

国民年金保険料を納付したことは確かだと思うので、調査の上、納付記録を

訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年秋に現在の住所に転居して間もない頃、申立人自身が

夫婦二人について国民年金への加入手続を行い、以降の申立期間について、申

立人の妻が夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付していたとしている

が、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号（以

下「番号Ａ」という。）は、43年４月に申立人の妻と連番で払い出されている

ことが確認できることから、この頃に申立人夫婦の加入手続が行われたものと

推認され、この時点では、申立期間は時効により、番号Ａでは保険料を納付で

きない期間となる。 



                      

  

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人夫婦が現在の住所に転

居したとする時期以前の昭和 35年 12月においても、上記番号Ａとは別の申立

人の国民年金手帳記号番号（以下「番号Ｂ」という。）が申立人の妻と連番で

払い出されているが、当該払出簿において「不在消除」と押印されていること

が確認できることから、番号Ｂを払い出した後、住所地に被保険者が不在で、

国民年金保険料が納付されない状態が継続した場合の手続が行われたものと

推認できる上、オンライン記録においても番号Ｂに係る納付記録は確認できな

い。 

さらに、Ｃ市によると、同市において集金人による国民年金保険料の収納が

行われたのは昭和 37 年４月以降であるとしていることから、36 年 10 月から

保険料を集金人に納付していたとする申立人の主張は、同市における保険料の

収納方法と一致しない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 10 月から 40年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 40年３月まで 

    昭和 36 年秋に現在の住所に転居して間もない頃、亡き夫が私の分と一緒

に国民年金の加入手続を行い、その後は、私が夫婦二人分の国民年金保険料

をいつも３か月ごと男性の集金人に納付した。長期間の保険料を一括納付し

たり、遡って納付したりすることはなかった。また、加入初期の頃はまだ納

付書はなく、保険料を納付したとき、黄土色の年金手帳に領収印を押しても

らっていたことを覚えている。 

    近年になって、私も夫も昔の厚生年金保険の加入記録が抜け落ちていたの

を記録が回復され、その分の年金を一括受給したことがあったことから、国

民年金についても記録漏れがあるのではないかと思われる。申立期間の国民

年金保険料を納付したことは確かだと思うので、調査の上、納付記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年秋に現在の住所に転居して間もない頃、その夫が夫婦

二人について国民年金への加入手続を行い、以降の申立期間について、申立人

自身が夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付していたとしているが、国

民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号（以下「番

号Ａ」という。）は、43年４月に申立人の夫と連番で払い出されていることが

確認できることから、この頃に申立人夫婦の加入手続が行われたものと推認さ

れ、この時点では、申立期間は時効により、番号Ａでは保険料を納付できない

期間となる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人夫婦が現在の住所に

転居したとする時期以前の昭和 35年 12月においても、上記番号Ａとは別の申



                      

  

立人の国民年金手帳記号番号（以下「番号Ｂ」という。）が申立人の夫と連番

で払い出されているが、当該払出簿において「不在消除」と押印されているこ

とが確認できることから、番号Ｂを払い出した後、住所地に被保険者が不在で

国民年金保険料が納付されない状態が継続した場合の手続が行われたものと

推認できる上、オンライン記録においても番号Ｂに係る納付記録は確認できな

い。 

さらに、Ｃ市によると、同市において集金人による国民年金保険料の収納

が行われたのは昭和 37 年４月以降であるとしていることから、36 年 10 月か

ら保険料を集金人に納付していたとする申立人の主張は、同市における保険料

の収納方法と一致しない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5748   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 10 月から８年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 49年生 

住    所 ：  

 

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 10月から８年２月まで 

    私は資格取得の要件を満たした日から国民年金保険料の納付義務がある

ことを知っており、その頃に加入手続を求める通知が来たことも覚えている。 

    加入手続及び国民年金保険料の納付等については、はっきりとは覚えてい

ないが、平成６年 10 月頃に、母が加入手続を行い、保険料も納付してくれ

ていたと思う。 

    送られてきたねんきん特別便を見ると、申立期間が未納とされているので

良く調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳

記号番号及び初めての国民年金保険料の納付日から、Ａ市において、平成６年

10月３日を国民年金被保険者資格の取得日として、７年 12月頃から８年３月

頃までに払い出されたものと推認でき、この手帳記号番号の払出時点において、

申立期間のうち、６年 10 月から７年３月までの保険料は過年度納付すること

が可能であり、また、申立期間のうち、同年４月から８年２月までの保険料は、

現年度納付することが可能である。 

しかし、申立人の母親は、申立人の国民年金の加入手続を行ったことがあ

るとするのみで、その加入時期及び申立期間の国民年金保険料の納付方法等に

係る具体的な陳述は無い。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当



                      

  

たらない。 

さらに、申立期間は 17か月と短期間であるものの、当時は、既に国民年金

保険料の収納事務の機械化等により記録管理の強化が図られており、行政側に

おける事務的過誤が複数回も繰り返されたとは考え難い。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の

納付について関与しておらず、加入手続及び申立期間の保険料の納付を行った

とする申立人の母親の記憶も曖昧であるため、申立期間の保険料の納付をめぐ

る事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかっ

た。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年２月から 59年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 25年生 

    住    所 ：  

              

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年２月から 59年３月まで 

体調を崩したことにより、昭和 49 年２月に会社を退職し、治療のために

１年ほど入院した。はっきりとは覚えていないが、退院した後、母と二人で

Ａ市役所に出向き、国民年金の加入手続を行ったように思う。 

会社退職後は、しばらくは療養をしていたが、昭和 51 年から自営業を開

始し、申立期間当時は母が会計を担当していたので、国民年金保険料も納付

してくれていたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した１年後の昭和 50年頃に、自身で国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料については、申立人の母親が納付して

くれていたはずであるとしているものの、国民年金手帳記号番号払出簿を見る

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ市において、申立ての９年後の 59

年４月 10 日に払い出されており、この手帳記号番号の払出時点においては、

少なくとも、申立期間のうち、49 年２月から 56 年 12 月までの保険料は、制

度上、納付することはできない。 

また、Ａ市保存の申立人に係る国民年金被保険者名簿を見ても、当該名簿

の作成日は昭和 59年４月 10日と記録されており、国民年金手帳記号番号の払

出日と一致する上、当該名簿の納付記録欄には、昭和 56年度、57年度及び 58

年度の国民年金保険料について、未納とされている。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種氏名検索を行った



                      

  

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情等は見

当たらない。 

加えて、申立期間は 10年２か月に及んでおり、これほど長期間にわたって

国民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも

考え難い。 

このほか、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について関与して

おらず、保険料納付を行ったとする申立人の母親は既に他界していることから、

申立期間の保険料納付を行ったとする事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺

事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年５月から平成４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年５月から平成４年３月まで 

    国民年金の加入については、はっきりとした時期については覚えていない

が、自分自身でＡ市役所に出向き、手続を行ったはずである。 

国民年金保険料については、申立期間より前の期間は未納があったかもし

れないが、昭和 60 年５月に入籍した後は、夫の保険料と一緒に、金融機関

で納付したはずである。 

納付書の内容及び金額等は覚えていないが、国民年金保険料は納付期限内

に毎月定期的にきちんと納付しており、後で遡って納付したことはないはず

である。 

夫についての入籍後の国民年金保険料は納付済みとなっており、自身の保

険料のみが未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、全て１か月単位で金融機

関で納付していたとしているものの、Ｂ市においては、申立期間のうち、昭和

62 年３月までは３か月単位での保険料納付が通例であり、当時の制度状況と

符合しない。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料については、結婚後、申立人の

夫の分と一緒に納付したとするのみで、具体的な陳述は無く、また、オンライ

ン記録を見ると、申立人に対して平成５年 12 月８日付けで過年度保険料に係

る納付書が発行されており、少なくとも３年 11 月以降の未納保険料に対する

納付催告が行われていたことが確認できるものの、過去の未納保険料について、

遡って納付した記憶も曖昧である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手



                      

  

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

    加えて、申立期間は６年 11か月に及んでおり、これほど長期間にわたり国

民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考

え難く、申立人から申立期間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとし

たが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月 18日から 41年 10月８日まで  

    脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社における厚生年金保険の加入期間

が脱退手当金支給済みとなっているが、私は、同社を退職後、すぐにＢ市か

らＣ市の実家に帰っており、脱退手当金の請求手続をすることはできない。 

脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

   しかしながら、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は、Ａ社での

厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後の昭和 41年 11月４日に支

給決定されていることが確認できる。 

   そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人を

含む健康保険整理番号１番から 282番までの被保険者のうち、申立人と同一時

期（おおむね前後２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した女性従業員

21 人について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を

含め 11 人みられ、そのうち９人が資格喪失後６か月以内に支給決定されてい

る上、前述の９人のうち２人は、「脱退手当金は会社が代理で請求してくれた。」

と陳述していることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主

による代理請求がなされた可能性がうかがえる。 

   また、前述の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する

「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いな

ど、一連の事務処理に不自然さもうかがえない。 



   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

   なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いるものの、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は

別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをも

って不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月１日から 42年１月 21日まで 

             ② 昭和 42年２月 26日から 43年９月 26日まで 

    脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険の

加入期間が脱退手当金支給済みとなっている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が確認できるほ

か、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

また、申立人は、昭和 43年９月にＢ社で厚生年金保険被保険者資格を喪失

後、国民年金の強制加入被保険者となるべきところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は 46年８月に払い出されており、同時期まで国民年金に未加入であ

ったことを踏まえると、申立人の年金制度に対する意識の高さはうかがえな

い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保



険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申

立期間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求と

なっているものの、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請

求だけをもって不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11332 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年２月１日から 50年１月 16日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社における厚生年金保険の加入期間

が脱退手当金支給済みとされている。 

 しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人名義の記名・

押印が確認でき、また、記載されている住所は、脱退手当金の支給決定当時の

申立人の住所地である。さらに、当該脱退手当金が、申立人の住所地に近い郵

便局で隔地払（通知払）されていることも確認できる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支

給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申

立期間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求と

なっているものの、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請

求だけをもって不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11333 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年 11月 28日から 27年６月 26日まで 

             ② 昭和 27年９月１日から 33年２月 21日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社及びＢ社に

おける厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は、Ｂ社での

厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約５か月半後の昭和 33年８月７日に

支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載され

ているページを含む前後計３ページに記載された女性従業員のうち、申立人と

同一時期（おおむね前後２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 15人

について脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め 10

人見られ、そのうち８人が資格喪失後６か月以内に支給決定されている上、前

述の８人のうち１人は、「Ｂ社は、従業員に代わって脱退手当金の請求手続を

行っていた。」と陳述していることを踏まえると、申立人についてもその委任

に基づき事業主による代理請求がなされた可能性がうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する

「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いな

ど、一連の事務処理に不自然さもうかがえない。 



さらに、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間がなければ年金は受給できなかったことから、申立期間での被保険

者資格を喪失後、通算年金制度が創設されるまでの間、厚生年金保険の被保険

者資格を取得していない申立人が、脱退手当金を受給することに不自然さはう

かがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11334（事案 4305、5909及び 9725の再々々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から６年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の給与額より低く

記録されていることが分かった。 

それで、年金記録確認第三者委員会に記録の訂正を申し立てたが、社会保

険事務所の処理に遡及訂正等不審な点は見当たらない、申立期間当時に控除

されていた保険料額を確認できない等として、申立ては認められなかった。 

次に、当時の事業主（以下「元事業主」とする。）の証言を考慮して再審

議してほしいと、再度申し立てたが、当該証言は、委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないとして、再度、申立ては認められなかった。 

さらに、申立期間における標準報酬月額の引き下げは事実に即しておらず、

社会保険事務所に当時の書類が保管されていないのなら、適正な処理が行わ

れたのかどうか分からないのだから、記録は訂正されるべきであると主張し

て、再々度申し立てたが、社会保険事務所の処理に遡及訂正等不審な点は見

当たらない上、上記申立内容から、申立人が申立期間にその主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

推認することもできないとして、当該申立ては認められなかった。 

今回は、これまで、社会保険事務所に対する届出及び納付した保険料につ

いて、「申立人の保険料を引き下げる届出をした覚えはない。従前の高い保

険料を納付した。」としてきた元事業主が、「社会保険事務所と相談し、会社

負担の多い申立人の報酬変更の届出をした。」と、これまでとは違う証言を

しているのであるから、事業主の陳述を重視するという年金記録確認第三者

委員会の基本方針に照らして、私の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 



 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）社会保険事務所の処理に遡及訂正等

不審な点は見当たらない、ⅱ）Ａ社は平成 10 年に破産しており、元事業主は

申立期間当時の資料を保管していないため、申立期間に申立人が控除されてい

た保険料額を確認できない、ⅲ）社会保険事務所の記録から、Ａ社が５年４月

から保険料を滞納していたことが確認でき、申立期間には他の従業員について

も標準報酬月額の引き下げ改定が行われていることから、同社は申立人につい

ても標準報酬月額の引き下げ改定の届出を行ったことが考えられる、ⅳ）申立

人の主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づき、21年 10月２

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、再申立てについては、ⅰ）「申立人の申立期間の給与を急激に引き下

げたことはなく、低い標準報酬月額の届出に関する指示も行っていない。」と

する元事業主の陳述は、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認め

られず、さらに、当該内容を確認できる関連資料は無く、うかがわせる周辺事

情も見当たらない、ⅱ）そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年３月 26

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

加えて、再々申立てについては、ⅰ）改めてオンライン記録を確認しても、

社会保険事務所の処理に遡及訂正等不審な点は見当たらない上、申立人が申立

期間にその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと推認することもできない。ⅱ）そのほかに、委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないとして、既に当委員会の決

定に基づき、平成 23年１月 28日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

今回、申立人は、元事業主の陳述が変化したことを考慮して審議してほしい

として、４回目の申立てを行っている。 

これまで、元事業主は、申立人の給料を常識では考えられないほど急激に引

き下げたことはなく、低い標準報酬月額の届出も行っていない旨の陳述を行っ

てきたが、今回の申立てに際して、「社会保険事務所と相談し、会社負担の多

い申立人の報酬変更の届出をした。申立人の給料からは、従前の高い保険料を

控除しながら、社会保険事務所へは、届出どおりの保険料しか納付しなかっ

た。」と陳述を変化させた。 

また、元事業主は、申立期間当時、会社の資金繰りが大変で、社会保険料を

滞納することがあったと陳述しているところ、Ａ社に係る滞納処分執行停止協

議（決議）点検表等から、同社が平成５年４月から社会保険料を滞納していた

ことが確認できる。 



さらに、申立期間にＡ社で被保険者記録の有る従業員 66 人を抽出調査した

ところ、平成４年から６年までの期間には 25 人について、そのうち、５年に

おいては 16 人について、標準報酬月額の引き下げ改定が行われていることが

確認できる。 

加えて、前述の 25 人の標準報酬月額引き下げ改定は１等級ないし３等級の

範囲で行われているが、申立人については、第 30 級（53 万円）から第 11 級

（15 万円）へ、さらに第４級（９万 8,000 円）へと引き下げられており、こ

のように大幅に報酬月額が引き下げられている者は、申立人のほかには見当た

らないところ、元事業主の「申立人の給料を実際には下げていない。」旨の陳

述から、申立人の給料が実際には減額されなかった可能性もうかがえる。 

しかし、申立期間当時、経理を担当していた者は、「売上高減少のため、平

成５年４月頃から、給与の５％から 20％までの減額を行った。社会保険料の

負担額を減らすためでない。」と陳述していることから、申立人と同時期に引

き下げられている従業員の標準報酬月額は給与減額の事実に基づくものであ

ったと考えられる上、申立期間当時に、申立人のほかには、大幅な標準報酬月

額の引き下げが行われた者は見当たらないことから、申立人に係る標準報酬月

額の引き下げが、保険料の滞納額を減らすためであったとまでは判断し難い。 

また、元事業主は、今般の申立てに際して、「申立人の給料から、標準報酬

月額 53万円に基づく保険料を控除した。」と、口頭意見陳述の実施前に文書回

答しているが、それを確認することのできる資料及び周辺事情は見当たらない。 

さらに、元事業主は、口頭意見陳述の場においては、「申立人の標準報酬月

額引き下げについて承認したが、大幅な引き下げについて自身は承知しておら

ず、給与及び社会保険料の計算には直接関与していない。」と陳述していると

ころ、前述の経理を担当していた者は、「従業員の給料から不当に高い保険料

を控除するような不正な処理は一切認めなかった。」と陳述している。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



大阪厚生年金 事案 11335 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年２月 14日から 35年８月５日まで 

             ② 昭和 35年８月 10日から 36年６月 26日まで 

    脱退手当金の確認はがきにより、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険の加

入期間が脱退手当金支給済みとなっていることを知った。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄を見ると、

昭和 36 年に申立人の被保険者台帳記号番号が重複整理され、Ａ社における記

号番号に統合されていることが確認できることから、当該重複取消しは、脱退

手当金の請求に併せて処理されたものと考えるのが自然である。 

また、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を見ても、脱退手当金の支給金

額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年９月１日から 41年８月 21日まで 

日本年金機構から脱退手当金の確認はがきが送付されてきたところ、私が

勤務した期間のうち、Ａ社での厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済

みとの記載があった。 

しかしながら、私は、脱退手当金を請求していないし、受給した覚えもな

いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人の記名

及び押印が確認できる上、記載されている住所は申立人の当時の住所と一致し

ている。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の氏名は、同

社を退職した約１年 11か月後の昭和 43年６月 18日に旧姓から新姓に氏名変

更されており、申立期間の脱退手当金は同年８月２日に支給決定されているこ

とを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考えるのが

自然である。 

さらに、上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金を支給したことを

示す｢脱｣の表示がある上、脱退手当金支給額に計算上の誤りは無い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年３月１日から 41年 12月 31日まで 

    私の厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、申立期間は

脱退手当金支給済みとなっているとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金は請求しておらず、受け取っていないので、申立期間

を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社を昭和 41年 12月 31日に退職したが、脱退手当金を請求し

たこと及び受給したこともないと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申

立人の氏名は、同社を退職した約２年６か月後の昭和 44 年５月＊日に旧姓か

ら新姓に氏名変更されていることが確認でき、申立期間の脱退手当金は同年５

月 23 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求手続に併

せて当該氏名変更処理が行われたものと考えるのが自然である。 

また、脱退手当金支給額に計算上の誤りは無く、事務処理上も不自然な点

は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者

期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、

申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管

理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然

な請求であるとまではいえない。 



大阪厚生年金 事案 11338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月 21日から 59年２月１日まで 

    私は、昭和 58年８月から 61年４月まで、Ａ社において正社員として在籍

し、Ｂ営業所、Ｃ営業所及びＤ営業所に勤務していた。 

    ねんきん特別便を確認したところ、Ｄ営業所の開業に伴い、Ｃ営業所から

Ｄ営業所に異動した時期と重なる申立期間が空白となっていた。 

    当時、私は、一旦退職したことはなく継続して勤務していたので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同様にＣ営業所からＤ営業所に異動した同僚の陳述及びＥ組織に

おけるＤ営業所に係るＦ業指定日の記録などから判断すると、申立人は、申立

期間において同営業所に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ｄ営業所が厚生

年金保険の適用事業所となったのは、昭和 59 年２月１日であり、申立期間は

適用事業所となる前の期間に当たる。 

また、Ｄ営業所の事業主は、「当営業所は、Ｃ営業所の事業主の出資により

開設された営業所であり、実質的な事業主は同人であったため、当時の保険料

控除等については不明。」と回答していることから、Ｃ営業所の元事業主に照

会を行ったところ、「当時、Ｃ営業所及びＤ営業所の社会保険事務は、自身が

務めるＡ社の委託先でもあった会計事務所が行っていたが、同会計事務所は廃

業し、担当者も既に死亡していることから、当時の事情については不明。」と

回答しており、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することが

できなかった。 

一方、Ａ社の元事業主は、「当時、Ｃ営業所及びＤ営業所は、いずれもＡ社



とは関係の無い個人事業所であった。社会保険事務については、同一の会計事

務所に委託していたが、同社と両事業所の会計処理は別個に行われていた。」

と陳述している。 

また、Ａ社及びＣ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見る

と、同社から同営業所への移籍に伴い、移籍先の同営業所が適用事業所となっ

た昭和 57 年５月１日直前の同年３月及び同年４月における加入記録が空白と

なっている者が多数確認でき、そのうちの一人が所持していた両事業所におけ

る同年分給与所得の源泉徴収票を見ると、いずれの事業所においても、当該空

白期間に係る社会保険料は控除されていないことが確認できることから、当時、

当該会計事務所は、それぞれの事業所における社会保険の適用状況に応じて保

険料を控除していたことがうかがえる。 

なお、Ａ社に係る上記被保険者名簿を調査したが、申立人の氏名は確認で

きなかったほか、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等に

よる検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年９月６日から 45年 12月 21日まで 

     日本年金機構からの「脱退手当金に関するお知らせ」により、Ａ社（現在

は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金が支給済

みとなっているとの通知があった。 

脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人の記名・押印

が確認できる上、脱退手当金が支給決定された時期における申立人の住所が記

載されている。 

また、上記裁定請求書を見ると、事業所名及び所在地の記載欄には、Ａ社の

ゴム印が押されていることから、脱退手当金の請求に関して同社が関与してい

たことがうかがえ、Ｂ社も、「退職者に対して脱退手当金の説明を行い、退職

者本人からの依頼があれば、手続は会社で行っていた。」としている。 

さらに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、

脱退手当金が支給されたことを示す「脱 46.1.18 Ｃ社保」の表示が確認でき

る上、申立期間に係る脱退手当金は支給金額に計算上の誤りが無いなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険



者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立人については、申立期間の

前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。

しかし、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番

号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって

不自然な請求であるとまでは言えない。 



大阪厚生年金 事案 11340 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月 10日から 43年１月 19日まで 

② 昭和 43年１月 12日から 45年８月 21日まで 

③ 昭和 45年９月 10日から 48年５月 16日まで 

日本年金機構から「脱退手当金に関するお知らせ」が届いたが、脱退手当

金が支給されたとされる時期以降も、厚生年金保険の被保険者となっており、

また、当時は脱退手当金の制度を知らなかった。 

脱退手当金を請求したことも受給した記憶もないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給してい

ないとしている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人の記名押印

が確認できる上、記載されている住所は、申立人が当時住んでいたとする住所

の住居表示変更後（昭和 48年 10月＊日に変更）のものである。 

また、申立期間の最後の事業所であるＡ社は、同社を退職する者に対して、

脱退手当金に関する説明を口頭で個別に行っていたとしている。 

さらに、Ａ社Ｂ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立人に係る備考欄には、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が

確認できる。 

加えて、前述の裁定請求書は、生年月日訂正届を添付して再提出（昭和 49

年２月 28 日にＣ社会保険事務所(当時)で受付）されているところ、厚生年金

保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の備考欄には「生年月日訂正 49年

３月１日」と記載されていることが確認できる上、申立期間に係る脱退手当金

は支給金額に計算上の誤りが無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11341 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年９月 15日から 36年４月 30日まで 

② 昭和 36年７月 13日から同年 10月 26日まで 

③ 昭和 37年２月１日から 39年３月１日まで 

④ 昭和 39年５月 21日から 42年４月 29日まで 

脱退手当金の確認はがきにより、Ａ社で勤務した申立期間①、Ｂ社で勤務

した申立期間②、Ｃ社で勤務した申立期間③及びＤ社で勤務した申立期間④

の厚生年金保険の加入期間について、脱退手当金が支給済みとなっているこ

とが分かった。しかし、脱退手当金の支払日とされている日は、長女を妊娠

中でつわりがひどかった頃なので、脱退手当金の請求手続をできるはずがな

い。 

脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、オンライン記録によれば、申立期間に係る脱退手当金は、申立人の

Ｄ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１年２か月後の昭和

43 年７月８日に支給決定されていることが確認できるところ、同社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の名字が同年６月 25 日に

旧姓から新姓に変更されている。また、申立人が同年１月以降に厚生年金保険

の被保険者となった記録が見当たらないことから、当該脱退手当金の請求に併

せて氏名変更手続が行われたと考えるのが自然である。 

また、Ｄ社は、「退職する者に対して、脱退手当金について口頭で説明して



いた。請求手続は、退職者自身で行うことになっていた。」としており、申立

期間当時の同社の社会保険事務担当者も同様に陳述している。 

さらに、前述の被保険者名簿を見ると、申立人の欄には、脱退手当金が支給

されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、脱退手当金の支給金額に計算

上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 11342 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 28年 11月 10日から 33年３月 31日まで 

             ② 昭和 37年８月 27日から 42年 12月 30日まで 

    年金事務所の記録によると、Ａ社で勤務した申立期間①とＣ社で勤務した

申立期間②の厚生年金保険の加入期間について、脱退手当金が支給済みとな

っている。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給

していないとしている。 

しかし、申立人の脱退手当金は、申立期間①に係るものと申立期間②に係る

ものの２回にわたり支給されたと記録されているところ、２回とも申立人の意

思に反して請求されているということは考え難い。 

また、申立期間①については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の申立人に係る欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」

の押印が確認できる上、申立期間の脱退手当金は、申立人の同社における被保

険者資格の喪失日から約３か月後の昭和33年６月27日に支給決定されており、

支給金額に計算上の誤りも無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、申立期間であるＡ

社の期間と申立期間後のＢ社の期間では別番号となっており、申立期間に係る

脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが自然であ

る。 



加えて、申立期間②については、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の申立人に係る欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」

の押印が確認できる上、申立期間の脱退手当金は、申立人の同社における被保

険者資格の喪失日から約２か月後の昭和43年２月27日に支給決定されており、

支給金額に計算上の誤りも無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立人については、申立期間の

前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。

しかし、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番

号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって

不自然な請求であるとまでは言えない。



大阪厚生年金  事案 11343 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 34年２月 13日から 37年 12月 20日まで 

    脱退手当金の確認はがきにより、Ａ社における厚生年金保険の加入期間に

ついて、脱退手当金が支給済みとなっていることが分かった。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は、Ａ社での厚生年

金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和38年４月25日に支給決定

されていることが確認できる。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び健康保険厚生年

金保険被保険者原票において、申立人とほぼ同時期（おおむね前後各２年以内）

に同社において被保険者資格を喪失し脱退手当金の受給要件を満たしていた

女性従業員 34 人について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人

を含む 20人に脱退手当金の支給記録が有り、そのうちの 15人が資格喪失後６

か月以内に支給決定されている上、支給決定日が同一の者もみられる。また、

支給記録の有る元従業員の一人は、「Ａ社では、退職する者に対して脱退手当

金の説明を行っていた。私は、退職後、社会保険事務所から連絡が有り、実家

近くの郵便局で脱退手当金を受給した。」と陳述していることから、申立人に

ついても、その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性を否定で

きない。 

さらに、申立人のＡ社に係る前述の被保険者原票を見ると、脱退手当金が支



給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、脱退手当金の支給金額に計

算上の誤りも無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立人については、申立期間の

前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。

しかし、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番

号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって

不自然な請求であるとまでは言えない。



大阪厚生年金  事案 11344 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 48年７月 27日から 51年４月 16日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

申立期間の加入記録が無い旨の回答を得た。 

Ａ社へは、ビルの看板に掲示されていた求人情報を見て正社員として入社

し、Ｂ業務をしていた。また、上司(Ｂ職)二人の名前を記憶している。 

申立期間中の昭和 48年 12月に結婚し、50年＊月には子が誕生しており、

健康保険被保険者証を持っていたはずである。給与から厚生年金保険料を控

除されていた記憶も有るので、申立期間について、厚生年金保険被保険者期

間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人から提出された慰安旅行時の集合写真及び元

同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間に、Ａ社で正社員として勤務して

いたことが推認できる。 

しかし、Ａ社の申立期間当時の事業主及び同社を承継したＣ社の閉鎖時の

代表取締役は、いずれも、「申立期間当時の関係資料等を保管していないため、

申立人に係る保険料控除等の状況については不明である。」旨陳述している。 

また、Ａ社の申立期間当時の事業主は、「申立期間当時は、従業員の定着率

が悪かったため、雇用形態が正社員であっても勤務の継続が見込める者だけを

厚生年金保険に加入させていた。」と回答している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、

申立人が上司として名前を挙げた二人のうち、一人の記録は見当たらず、残る

一人は、申立人が、同社の開設(昭和 45 年頃)当初から勤務していたとしてい

るにもかかわらず、昭和49年９月20日に厚生年金保険の資格を取得している。 



加えて、前述の被保険者名簿において申立期間に被保険者記録が有り連絡

先の判明した 22人に照会し 14人から回答を得たが、そのうち４人は「正社員

であっても厚生年金保険に加入しない従業員がいた。」と、また、当該４人の

うち２人は、「自身の厚生年金保険の記録には数年の未加入期間がある。」と陳

述している。 

これらのことから、申立期間当時、Ａ社では、必ずしも全ての従業員を厚

生年金保険に加入させておらず、加入させる場合も入社と同時でない取扱いで

あったことがうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿を見ても、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11345 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年６月８日から 41年８月 27日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されたことに

なっている。しかし、脱退手当金は請求も受給もした覚えがないので、調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、管轄の年金事務所が保管する申立人に係る脱退手当金裁定請求書を

見ると、申立人の記名及び押印が有るほか、同請求書は、Ａ社の所在地を管轄

するＢ社会保険事務所（当時）で昭和 41 年 11 月 18 日に受け付けられ、オン

ライン記録と一致する 42 年３月７日に支給決定されていることが確認できる

など、その記載内容に不自然な点は見られない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人と同

時期に受給要件を満たし資格を喪失していることが確認できる女性従業員 11

人（申立人を含む。）について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、８

人に支給記録が確認でき、このうち４人が資格喪失後６か月以内に支給決定さ

れている上、支給記録の有る者の１人は、「当時、Ａ社では、労務課の担当者

が女性従業員に脱退手当金について説明を行っており、退職した女性はほとん

どが脱退手当金を受給していると思う。」と陳述しているほか、前述の脱退手

当金裁定請求書の「最後に被保険者として使用された事業所」欄には、Ａ社の

所在地のゴム印が押されていることから、申立人の委任に基づき事業主による

代理請求がなされたものと推認できる。 

さらに、申立人のＡ社に係る上記被保険者原票を見ると、脱退手当金が支給



されたことを意味する「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支給額に

計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前にある被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、前

述の脱退手当金裁定請求書を見ると、過去に被保険者として使用された事業所

の名称を請求者自らが記入する欄に、当該被保険者期間が記入されていないこ

とが確認できる上、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号

番号は別番号で管理されていたことが確認できることから、当該一部未請求だ

けをもって不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11346 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 12月１日から 37年１月 20日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されたことに

なっている。しかし、脱退手当金という制度自体を知らなかったので、脱退

手当金は請求も受給もしていない。調査の上、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給してい

ないとしている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

の前後に記載されている 116人のうち、申立人と同時期に受給要件を満たし資

格を喪失した女性 20 人について脱退手当金の支給記録を調査したところ、17

人に支給記録が確認できる上、申立期間当時に同社で経理を担当していたとす

る元従業員は、「申立期間当時、Ａ社では、女性従業員からの申出に基づき、

代理で脱退手当金の請求手続を行っていた。退職する女性従業員のほとんどが、

脱退手当金を受け取っていたと思う。」と陳述していることから、申立人につ

いても、申立人の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高い

と考えられる。 

さらに、上記被保険者名簿を見ると、申立人の欄に脱退手当金が支給され

たことを意味する「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支給額に計算

上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保



険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前にある被保険者

期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、

申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管

理されていたことが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然

な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年７月１日から 36年７月 26日まで 

    日本年金機構から送付されてきた脱退手当金の受給についての確認はが

きによると、Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給さ

れたことになっている。 

    しかし、脱退手当金は請求も受給もしていないので、調査の上、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、Ａ社における厚

生年金保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和37年１月29日に支給

決定されている。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

時期に受給要件を満たし資格を喪失した女性従業員 18 人（申立人を含む。）

について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、９人に支給記録が有り、

このうち７人が資格喪失後６か月以内に支給決定されていることを踏まえる

と、申立人についても事業主による代理請求がなされた可能性が高いと考えら

れる。 

さらに、上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたこと

を意味する「退」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支給額に計算上の誤

りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前にある被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていたことが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金  事案 11348（事案 6055の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年３月 19日から 39年８月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。     

    そこで、申立期間について年金記録確認第三者委員会に年金記録の訂正を

申し立てたが、勤務が確認できない等として、申立ては認められなかった。 

しかし、失業保険金受給資格者証が新たに見つかり、当該受給資格者証に

は、給付日数 180日となっており、申立期間も厚生年金保険に加入していた

のではないかと思うため、再度申立てを行う。 

当該期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人が記憶している同僚及び従業員からは、申立

人の申立期間における勤務等を確認できる陳述は得られず、また、入社後すぐ

には厚生年金保険には加入しておらず、試用期間があったとの陳述が得られた

ところ、同僚等の厚生年金保険の加入記録を見ると、それぞれ記憶している入

社時期の３か月後ないし１年後に資格を取得していることから、Ａ社では申立

期間当時、必ずしも全ての従業員を採用後すぐには厚生年金保険に加入させて

いなかったことが推認できること、さらに、同社は平成 18年６月 21日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も既に死亡しているため、

申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況が確認できない等

として、既に当委員会の決定に基づき、22 年４月９日付けで年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな資料として、Ａ社の次に勤務した事業所（Ｂ社）

を退職後に受給した失業保険に係る「失業保険金受給資格者証」を提出してお



り、当該受給資格者証により確認できる求職年月日（昭和 41 年２月７日）及

び所定給付日数（180日）により、申立期間におけるＡ社勤務が判明し、失業

保険と併せて厚生年金保険にも加入していたのではないかと主張している。 

しかし、Ｃ労働局は、「申立人のＡ社における失業保険（雇用保険）の加入

記録については、保存期間超過につきデータが保存されていない。なお、失業

保険において、昭和 40年度からあらたに所定給付日数を決定するに当たって、

被保険者であった期間を通算する制度が設けられているところ、当該通算制度

は昭和40年３月31日前の離職に係る被保険者であった期間には適用されない

ことから、当該『失業保険金受給資格者証』に係る失業保険金の算定に当たっ

ては、同社の次に勤務した事業所（Ｂ社）における被保険者期間が算定基礎期

間とされ、Ａ社については（仮に失業保険に加入していたとしても）通算制度

は適用されない。」旨回答している。 

また、Ａ社は、平成 18 年６月 21 日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、事業主も死亡しているが、今回新たに、事業主の実子で、申立期

間後ではあるものの同社の役員でもあった者の連絡先が判明したことから事

情照会したところ、「申立期間は、学生であったため、詳しいことは分からな

い。」との陳述しか得られなかったことから、申立人の申立期間における勤務

実態及び保険料控除について確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立期間当

時に記録の有る８人を抽出し、所在の判明した４人に照会したところ、唯一回

答を得られた同僚は、「入社後１か月間は見習期間で当該期間は厚生年金保険

に加入していなかったため、保険料も控除されていなかった。Ａ社に加入して

いた厚生年金保険を脱退手当金として請求する際に加入期間が１か月足らな

いと回答され、今思えば入社時期から加入するよう言えばよかったと後悔して

いる。」と陳述していることから、申立期間当時、同社では、必ずしも全ての

従業員を採用後すぐには厚生年金保険に加入させていなかったことがうかが

える。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11349 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年６月 12日から 40年３月 13日まで 

厚生年金保険被保険者期間について、社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ社及びＢ社に勤務していた期間に係る厚生年金保険被保険者期間

について、脱退手当金支給済みとの回答をもらった。 

脱退手当金を請求及び受給した記憶はないので、申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険被保険者期間について、脱退

手当金を受給したこととされているが、請求及び受給した記憶はないとしてい

る。 

しかし、申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、脱退手当金の支給

額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、Ｂ社を退職後は子育てのため、就労する意思はなかったと

しているところ、同社における厚生年金保険被保険者資格を喪失後 、厚生年

金保険への加入歴が無いこと等を踏まえると、申立人が当時、脱退手当金を受

給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶がないというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金  事案 11350 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 23年８月１日から 25年３月 30日まで 

② 昭和 26年２月 18日から 29年 10月１日まで 

③ 昭和 29年 10月６日から 33年５月 11日まで 

昨年、日本年金機構から脱退手当金の受給を確認するはがきが届き、申立

期間の脱退手当金が支給されていることを初めて知った。 

昭和 33 年５月にＡ社を一旦退職し、その後しばらくたって同社に再入社

したが、脱退手当金を受け取った記憶はない。 

申立期間当時、Ａ社が経営不振だったので、会社が私に脱退手当金を渡し

てくれなかったのではないか。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険被

保険者資格を喪失した日から約５か月後の昭和 33年 10月 24日に支給決定さ

れているとともに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と同日の同年５月 11日に被保険者資格を喪失し、脱退手当金の受給要

件を満たした女性従業員５人の支給状況を調査したところ、５人全員が資格

喪失日から６か月以内に脱退手当金が支給されており、そのうちの１人は、

支給日も申立人と同日であることを踏まえると、脱退手当金の請求手続につ

いて事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、上記の被保険者名簿によると、昭和 33 年８月４日に申立人の氏名が

訂正されていることからすると、脱退手当金の請求に併せて氏名の訂正が行



われたものと考えるのが自然である。 

さらに、上記の被保険者名簿によると、申立人及び上記の女性従業員５人全

員に脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できるとともに、

脱退手当金の支給額に計算上の誤りが無いなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者

期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、

申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管

理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自

然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年８月 20日から 32年８月５日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、Ａ社における被保険者期間について、脱退手当金が支給済みとなってい

る旨の回答を受けた。 

脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとして申し立てている。 

しかしながら、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立人に脱退手

当金を支給したことを示す「脱退」の記載があり、資格期間（72月）、支給金

額（１万 4,400円）及び支給年月日（昭和 32年 11月５日）はオンライン記録

と一致している上、脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無いなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏

名は、昭和 32年９月 28日に旧姓から新姓に氏名変更されており、申立期間の

脱退手当金が同年 11 月５日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手

当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

このほか、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険



者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまではいえない。 



大阪厚生年金 事案 11352 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月７日から 46年９月１日まで 

日本年金機構から脱退手当金の受給を確認するはがきが送付されてきた

ところ、私が勤務した期間のうち、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所での厚生

年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとの記載があった。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、Ｄ年金事務所には、脱退手当金の支給を裏付ける申立人に係

る脱退手当金裁定請求書等が保管されており、申立人の記憶する当時の住所地

に比較的近い郵便局での隔地払(通知払)をした記録が確認できる。 

また、Ａ社Ｃ営業所に係る事業所別健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申

立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が有

る上、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か

月後の昭和 46 年 10月 13 日に支給決定され、その支給額に計算上の誤りは無

いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまではいえない。 



大阪厚生年金 事案 11353 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年６月８日から 35年４月１日まで 

             ② 昭和 35年４月１日から 38年８月 27日まで 

             ③ 昭和 38年８月 27日から 39年３月１日まで 

             ④ 昭和 39年８月１日から 41年８月１日まで 

             ⑤ 昭和 41年 10月１日から 44年４月６日まで 

日本年金機構から送付された脱退手当金の受給を確認するはがきにより、

申立期間について脱退手当金支給済みとなっていることを知ったが、Ａ社

退職後に脱退手当金の請求をしたことも受給した記憶もないので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給してい

ないと申し立てている。 

しかしながら、申立人の記名及び押印が有る脱退手当金裁定請求書におい

て、厚生年金保険被保険者の資格喪失日から約３か月後の昭和 44 年７月 14

日に、申立期間に係る脱退手当金を支給決定していることが確認できる。 

また、ⅰ）申立人は、Ａ社在職中の昭和 43年５月＊日に入籍しているとこ

ろ、同社に係る事業所別健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の氏名

は、被保険者資格を喪失した約１か月後の 44 年４月 30 日に旧姓から新姓に

氏名変更されていること、ⅱ）同年５月１日付けで申立人の厚生年金保険被

保険者記号番号がＢ番号からＣ番号へ重複取消処理が行われていること、ⅲ）

前述のとおり、申立期間の脱退手当金が同年７月 14日に支給決定されている

ことを考え合わせると、脱退手当金の請求に併せてこれらの氏名変更及び重

複取消しが行われたと考えるのが自然である。 



さらに、Ａ社に係る前述の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が有るとともに、脱退手当金の支給額に計算上

の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11354 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年 11月１日から 31年 12月 31日まで 

             ② 昭和 32年１月５日から 38年６月 29日まで 

③ 昭和 39年 12月１日から 41年４月 29日まで 

④ 昭和 41年 12月１日から 43年７月 27日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社及びＢ社（申立期間①及び②）並びにＣ

社及びＤ社（申立期間③及び④）に勤務した期間に係る脱退手当金が支給済

みとなっている。 

しかし、当時は脱退手当金についての知識及び情報がなかったため、私は、

脱退手当金の請求手続をしておらず、受給した記憶もないので申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①、②、③及び④に係る脱退手当金を請求しておらず、

受給していないとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立期間①及び②に係る脱退手当金は、

Ｂ社での申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和

38 年 12 月 11 日に支給決定されており、脱退手当金の支給額に計算上の誤り

が無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間③及び④に係る脱退手当金は、Ｄ社での申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 43 年 11 月 30 日に支給決定さ

れており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱

退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、当該期間に係

る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りが無いなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 



このほか、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに、

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間①、②、③及び④の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、

未請求となっているものの、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者

台帳記号番号は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部

未請求だけをもって不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11355 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 12月 12日から 38年３月 31日まで 

    年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた申立期間に係る脱退手当

金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

記載されたページを含む前後計９ページに記載されている女性のうち、申立人

と同一時期（前後２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 19 人につい

て、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含めて 12 人

であり、うち申立人を含む 11 人が資格喪失後６か月以内に支給決定されてい

ることを踏まえると、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理

請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、Ａ社に係る前述の被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金を支給し

たことを示す「脱」の表示が確認できる上、申立期間に係る脱退手当金は、支

給金額に計算上の誤りは無く、同社での申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約４か月後の昭和 38 年７月９日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないという主張のほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立



期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立

期間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となっ

ているものの、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号

は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけを

もって不自然な請求であるとまではいえない。 



大阪厚生年金 事案 11356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年９月１日から 33年７月 15日まで 

    年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間に係る脱退手当金が

支給済みとなっている。 

    しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立期間に係る脱退手当金は昭和 34 年

４月 21日に支給決定されており、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い。 

また、申立期間に係る脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創

設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給で

きなかったことから、Ａ社を退職した昭和 33年７月 15日から同制度が創設さ

れた 36年 11月までの間、厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金

を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、「50年以上前の話なので、当時の事情につ

いて聞かれても何も思い出せない。」旨陳述しており、受給した記憶がないと

いう主張のほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いるものの、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、

別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをも

って不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11357 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年７月１日から 60年３月 25日まで 

 私は、昭和 58年にＡ社を定年退職し、その後、Ｂ社に 59年７月１日に入

社した。 

 しかし、年金事務所の記録では、Ｂ社における厚生年金保険被保険者資格

の取得日が昭和 60年３月 25日となっているので、申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立期間における被保険

者記録が確認でき、同社においてＡ社からの退職者受け入れ及び人員配置を担

当していたとする同僚から提出された同社Ｃ業務関係の人員配置によると、申

立人は昭和 59 年６月 30 日にＡ社を退職し、60 年４月１日からＢ社の職員と

して同社Ｄ営業所に配属されていることが確認できる上、当該同僚は、「Ｂ社

Ｄ営業所は昭和 59 年５月１日からＥ業務を開始しており、当該業務開始時に

は２名を配属していた。Ａ社からの退職者の受け入れについては、基本的に前

任者に退職及び異動があり、体制に空きができる都度行っており、申立人の場

合は、２名のうち１名が同社Ｆ営業所に異動したため、その後任として 60 年

３月末頃に入社していただいた。」旨陳述している。 

また、当該同僚を含めＢ社に係る前述の被保険者名簿において、申立期間に

おける被保険者記録が確認できる複数の同僚に照会したが、申立人の申立期間

における勤務を推認できる陳述等は得られなかった。 

さらに、Ｂ社では、「申立期間当時の資料が残っていないため、申立人の在

籍等の状況は不明である。」旨回答しており、申立人の申立期間における勤務

実態及び給与からの厚生年金保険料の控除について確認できない。 



このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11358 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年７月 16日から 38年２月 27日まで 

    年金事務所の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手

当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、

脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、申立期間に

係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、同社での申立人の被保険者

資格の喪失日から約６か月後の昭和38年８月30日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、Ａ社での厚生年金保険被保険者資格の喪失後の昭和 38 年

２月から 43年 12月まで国民年金の強制加入対象者であるが、国民年金手帳記

号番号払出簿から、申立人の国民年金手帳記号番号は、44 年９月に払い出さ

れていることが確認できる上、申立人は、「Ａ社を退職後に再就職をする意志

はなく、年金に加入することは考えていなかった。」旨陳述していることを踏

まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶がないというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11359 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年１月１日から同年 12月１日まで 

             ② 昭和 34年３月７日から 37年８月 20日まで 

    年金の裁定請求時から、Ａ社及びＢ社での厚生年金保険の加入期間に係

る脱退手当金が支給済みとなっていることに納得できなかったところ、今

回、脱退手当金の確認はがきによる照会を受けた。 

私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載され

たページを含む前後計３ページに記載された女性のうち、申立人と同一時期

（おおむね前後２年以内）に受給要件を満たして被保険者資格を喪失した 10

人について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含む

５人であり、そのうち３人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されているこ

とが確認でき、当該３人のうち１人は、「事業主に脱退手当金の代理請求を依

頼し、脱退手当金を受給した。」旨陳述していることから、申立人についても、

その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性がうかがえる。 

また、同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号により管理されていた申立

期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、Ｂ社での申立人の厚

生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 37 年 12月 10 日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶がないというほかに脱退手当



金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人が申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前にある被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。しかし、当該未請求の被保険者期間は、申立期間とは別の厚生年金保険

被保険者台帳記号番号により管理されていることから、当該一部未請求だけを

もって不自然な請求であるとまではいえない。



大阪厚生年金 事案 11360 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月 17日から 39年８月 18日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手

当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給し

ていないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、Ａ社

での申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 39 年

12 月４日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、オンライン記録から、申立人が申立期間より前に勤務したＢ社での厚

生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金が支給済みとなっていることが確

認できるところ、申立人は、「Ｂ社を退職して家庭に入るつもりであったので、

厚生年金保険から脱退し、一時金で受け取ったことを記憶している。」旨陳述

していることから、申立人は、脱退手当金制度のことを認識していたことがう

かがえる上、申立人から聴取しても、受給した記憶がないというほかに申立期

間に係る脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険



者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前にあるＣ社での被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求

となっているものの、同社での被保険者期間は、申立期間とは別の厚生年金保

険被保険者台帳記号番号により管理されている上、申立人は、「申立期間当時、

Ｃ社での厚生年金保険被保険者期間があることは知らなかった。」旨陳述して

いることから、当該一部未請求だけをもって不自然な請求であるとまではいえ

ない。 

 


